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第１章 総  則

第１節 一 般 事 項

１．１．１ 適  用

  調査・設計共通仕様書（以下「共通仕様書」という。）は、首都高速道路株式会社（以

下「当社」という。）が発注する測量、土質及び地質調査、交通調査、線形設計、路線計

画、環境調査、構造物設計、交通量推計及び試験、その他これらに類するもの（以下「業

務」という。）に係る調査・設計請負契約書（以下「契約書」という。）及び設計図書の

内容について統一的な解釈及び運用を図るとともに、業務の実施上必要な事項を定め、

もって契約の適正な履行の確保を図るためのものである。 

１．１．２ 用語の定義

 １ 契約書類

契約書及び設計図書をいう。 

 ２ 設計図書

図面、仕様書、調査・設計請負現場説明書及び現場説明に対する質問回答書並びに

金額を記載しない設計書をいう。 

 ３ 仕 様 書 

共通仕様書及び特記仕様書（これらにおいて明記されている適用すべき諸基準を含

む。）を総称していう。 

 ４ 共通仕様書 

   各業務等に共通する技術上の指示事項等を定める図書をいう。 

 ５ 特記仕様書

共通仕様書を補足し、当該業務等の実施に関する明細又は特別な事項を定める書類

をいう。 

６ 図  面 

入札等に際して当社が示した設計図及び当社から変更又は追加された図面及び図面

のもとになる計算書等をいう。 

 ７ 調査・設計請負現場説明書 

入札等に参加する者に対して、当社が当該業務の契約条件等を説明するための書類

をいう。 

 ８ 現場説明に対する質問回答書 

調査・設計請負現場説明書及び現場説明に関する入札参加者等からの質問書に対し

て、当社が回答する書面をいう。 

 ９ 金額を記載しない設計書 

設計書において、数量及び条件のみを明示した書類をいう。 
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 10 発注者 

首都高速道路株式会社をいう。 

 11 契約責任者 

   契約に関する事務を行う者をいう。 

 12 監督職員 

契約書第 9 条第 1 項の規定に基づき、請負契約の履行を確保するための監督を行う

者で、次に定める「総括監督員」、「主任監督員」及び「担当監督員」を総称していう。 

（１）総括監督員 

発注者が定め、受注者に通知した者で、１．１．７第 1 項に規定する権限を有す

る者とする。 

 （２）主任監督員 

発注者が定め、受注者に通知した者で、１．１．７第 2 項に規定する権限を有す

る者とする。 

 （３）担当監督員 

発注者が定め、受注者に通知した者で、１．１．７第 3 項に規定する権限を有す

る者とする。 

13 検査員等 

契約書第 31 条第 2項の規定に基づき、請負契約の履行を確認するための、しゅん

功検査及び一部しゅん功検査（以下「しゅん功検査等」という。）並びに契約書第 36

条の 2 第 3 項の規定に基づく業務完了部分検査を行う者で、次に定める「検査責任

者」及び「検査員」を総称していう。 

 （１）検査責任者 

総括監督員をいう。 

（２）検査員 

検査責任者から検査の実施を命ぜられた者をいう。 

 14 指  示

監督職員が受注者に対し、業務の遂行上必要な事項について書面をもって示し、実

施させることをいう。 

 15 請  求

発注者又は受注者が、契約内容の履行又は変更に関して、相手方に書面をもって行

為又は同意を求めることをいう。 

 16 通  知

発注者又は受注者が業務の実施に関する事項について、相手方に書面をもって知ら

せることをいう。 

 17 報  告

受注者が監督職員に対し、業務の実施に関する事項について書面をもって知らせる
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ことをいう。 

 18 申  出

受注者が、契約内容の履行又は変更に関して、発注者に対し、書面をもって同意を

求めることをいう。 

 19 承  諾

発注者若しくは監督職員又は受注者が書面により同意することをいう。 

 20 立  会 

契約書類に示された項目について、監督職員が臨場し内容を確認することをいう。 

 21 協  議

監督職員と受注者が対等の立場で書面により合議し、結論を得ることをいう。 

 22 提  出 

受注者が監督職員に対し、業務の遂行上必要な事項を記載した書面又はその他の資

料を説明し、差し出すことをいう。 

 23 書  面 

手書き、印刷等の伝達物をいい、発行年月日を記載し、署名又は押印したものを有

効とする。緊急を要する場合は、ファクシミリ又は電子メールにより伝達できるもの

とするが、後日有効な書面と差し替えるものとする。 

 24 確  認

契約書類に示された事項について、臨場又は関係資料により、その内容について契

約書類との適合を確かめることをいう。 

 25 提  示

監督職員が受注者に対し、又は受注者が監督職員に対し業務に係わる書面又はその

他の資料を示し、説明することをいう。 

26 検  査

契約書類に基づき、検査員等が業務の完了を確認することをいう。 

27 打合せ

業務を適正かつ円滑に実施するために、管理技術者、照査技術者、現場作業責任者

及び担当技術者（以下「管理技術者等」という。）と監督職員が面談等により、業務の

方針、条件等の疑義を正すことをいう。 

28 修  補

検査員等が検査時に受注者の負担に帰すべき事由による不良個所を発見した場合に、

受注者が行うべき修正、補足その他の措置をいう。 

１．１．３ 契約書類の解釈  

契約書類は、相互に補完し合うものとし、そのいずれかによって定められている事項

は、契約の履行を拘束するものとする。 
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１．１．４ 計量単位 

国際単位系（ＳＩ）を使用するものとする。なお、設計図書に非ＳＩ単位で表示され

ている場合は、ＳＩ単位に読み替えるものとする。

１．１．５ 日数の解釈 

契約書類において使用する履行期間及びその他の日数は、契約書第 1 条第 9 項による

ものとし、すべて暦日で示され、日曜日、国民の祝日に関する法律（昭和 23年法律第 178

号）に規定する休日、年末年始の 12 月 29 日から翌年 1 月 3 日までの間、天候不良等に

よる作業休止日数を含むものとする。

１．１．６ 遵守すべき法令等 

受注者は、業務の実施にあたり、全ての関係諸法令及び条例等を遵守しなければなら

ない。 

１．１．７ 監督職員の権限及びその行使

 １ 総括監督員の権限と行為は次の各号によるものとする。 

（１）総括監督員は、契約書第 9条第 2項に規定する権限を有する。 

（２）総括監督員は、決定、指示又は協議において、当社の判断を行う者である。 

（３）総括監督員が有する権限及び行為は（１）、（２）に掲げる事項のほか、次に掲げ

るものとする。 

ｱ 契約書第 7条の規定に基づく受任者又は下請負人の通知の請求 

ｲ  契約書第 10 条及び第 11 条の規定に基づく管理技術者等の通知の受理及び変更の

承諾

ｳ 契約書第 15条の規定に基づく履行報告の受理 

  ｴ  契約書第 16条の第 1項から第 5項の規定に基づく貸与品などの取扱い 

   ｵ 契約書第 18条第 1項、第 2項、第 3項及び第 4項に掲げる行為 

  ｶ 契約書第 19条の規定に基づく設計図書等の変更の通知

  ｷ 契約書第 20条の規定に基づく業務の全部又は一部の施行の一時中止の通知

  ｸ 契約書第 21条第 2項の規定に基づく設計図書等の変更の通知

  ｹ 契約書第 24条第 2項の規定に基づく履行期間変更の甲乙協議開始の通知

  ｺ 契約書第 25条第 2項の規定に基づく請負代金額の変更の甲乙協議開始日の通知

  ｻ 契約書第 26条第 1項、第 2項及び第 3項に掲げる屋外で行う業務の権限 

  ｼ 契約書第 29条第 1項の規定に基づく不可抗力による損害の報告受理 

  ｽ 契約書第 29 条第 2 項の規定に基づく不可抗力による損害の状況確認及び結果の

通知
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  ｾ 契約書第 30条第 2項の規定に基づく設計図書の変更に関する協議開始日の通知

  ｿ 契約書第 33条第 1項及び第 2項の規定に基づく成果品の部分使用の承諾請求

  ﾀ 契約書第 36条の 2第 2項の規定に基づき行われる請求の受理 

ﾁ 契約書第 36条の 2第 3項の規定に基づき行う検査、認定及び通知

 ２ 主任監督員の権限と行為は次の各号によるものとする。 

（１）主任監督員は、総括監督員が認める契約書第９条第２項に規定する権限を有する。 

（２）契約書類において監督職員の立会の上施行すると指定された業務について、随時

立会い、又は担当監督員に命じて立ち会わせることができる。 

（３）主任監督員が有する権限及び行為は、（１）、（２）に掲げる事項のほか、次に掲げ

るものとする。 

  ｱ 契約書第 7条第 3項の規定に基づき行う通知の請求

  ｲ 契約書第 15条の規定に基づき行われる履行報告の受理 

  ｳ 契約書第 18条第 2項に掲げる調査 

  ｴ 契約書第 26条第 1項、第 2項及び第 3項に掲げる屋外で行う業務の権限 

  ｵ 契約書第 29条第 2項の規定に基づく不可抗力による損害の状況確認

ｶ 契約書第 33条第 1項及び第 2項の規定に基づく成果品の部分使用の承諾請求

 ３ 担当監督員の権限と行為は、主任監督員の権限及び行為とされる事項のうち、主任

監督員が必要と認める次の各号に掲げるものとする。 

（１）主任監督員の指示に基づき行う契約書類に定める立会及び確認

（２）主任監督員の指示に基づき行う業務の施行に係る必要な指示

（３）主任監督員の指示に基づき行う管理技術者との協議 

（４）その他主任監督員が必要と認める事項 

４ 監督職員は、その権限を行使するときは、業務打合せ簿により行うものとする。た

だし、緊急を要する場合その他の理由により、受注者に対して口頭による指示又は承

諾を行ったときは、受注者は、当該指示又は承諾に従わなければならない。 

 ５ 前項の口頭による指示又は承諾は、当該指示又は承諾の日から７日以内に、業務打

合せ簿により、監督職員と受注者の間において確認されなければならない。 

１．１．８ 管理技術者等 

 １ 管理技術者は次の各号によるものとする。 

 （１）契約書第 10条第 1項の規定に基づき設置する管理技術者は受注者に所属し別表に

該当する者で、日本語に堪能（常に日本語通訳が確保できれば可）でなければなら

ない。 

 （２）管理技術者は、契約書類等に基づき、業務の技術上の管理を行うものとする。 

 （３）受注者は、管理技術者を定め、契約締結後 14日以内に、管理技術者（等）選定通

知書に経歴書を添えて提出しなければならない。ただし、契約前に技術提案書又は
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技術資料（以下「技術提案書等」という。）を発注者に提出した業務については、技

術提案書等に記載した管理技術者を配置しなければならない。 

 （４）受注者は、前号の管理技術者を変更したときは、変更後 14日以内に変更選定通知

書を提出しなければならない。ただし、契約前に技術提案書等を発注者に提出した

業務については、原則として技術提案書等に記載した管理技術者を変更できない。

病休、死亡、退職等のやむを得ない理由により変更を行う場合には、技術提案書等

に記載された資格、業務実績、技術能力が同等以上の管理技術者を配置することと

し、総括監督員の承諾を得なければならない。 

 （５）受注者が管理技術者に委任できる権限は、契約書第 10条第 2項に規定する事項と

する。ただし、受注者が管理技術者に委任できる権限を制限する場合においては、

発注者に書面をもって報告しない限り、管理技術者は受注者の一切の権限（契約書

第 10 条第 2 項の規定により行使できないとされた権限を除く。）を有するものとさ

れ、契約責任者及び監督職員は管理技術者に対して指示等を行えば足りるものとす

る。 

 （６）管理技術者は、次項に規定する照査結果の確認を行い、提出するものとする。 

 ２ 照査技術者及び照査の実施は次の各号によるものとする。 

 （１）契約書第 11条第 1項に規定する「設計図書に定める場合」とは、次に掲げるもの

をいう。 

   ｱ 共通仕様書「第 8章構造物設計」を適用するもの。 

   ｲ その他特記仕様書に定めるもの。 

 （２）照査技術者は、業務内容の技術上の照査を行う者であり、受注者に所属し別表に

該当する者でなければならない。また、管理技術者を兼ねることができない。 

 （３）受注者は、（１）に該当する業務においては照査技術者を定め、契約締結後 14 日

以内に、管理技術者等選定通知書に経歴書を添えて提出しなければならない。 

 （４）受注者は、（３）の照査技術者を変更したときは、変更後 14 日以内に変更選定通

知書を提出しなければならない。 

 （５）照査技術者は、照査計画を作成して実施計画書に記載し、照査に関する事項を定

めなければならない。 

 （６）照査技術者は、設計図書に定める又は監督職員の指示による業務の節目ごとにそ

の成果の確認を行うとともに、成果の内容について、受注者の責において照査技術

者自身による照査を行わなければならない。 

 （７）照査技術者は、（６）の業務の節目ごとの照査結果の照査報告書及び業務完了時に

おける全体の照査報告書を取りまとめ、照査技術者の責において署名押印の上、管

理技術者に差し出すものとする。 

 ３ 現場作業責任者は次の各号によるものとする。 

 （１） 受注者は、屋外で行う業務において、管理技術者が現場に常駐できない場合は、
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別に現場作業責任者を定めることができる。なお、現場作業責任者は受注者に所属

し別表に該当する者で、日本語に堪能（常に日本語通訳が確保できれば可）でなけ

ればならない。 

 （２）受注者は、現場作業責任者を定める場合は、契約締結後 14日以内に、管理技術者

等選定通知書に経歴書を添えて提出しなければならない。 

 （３）受注者は、前号の現場作業責任者を変更したときは、変更後 14日以内に変更選定

通知書を提出しなければならない。 

 （４）現場作業責任者は、管理技術者の権限のうち、次に掲げるもののみ行使すること

ができる。 

   ｱ 契約書第 18 条第 1 項、第 2 項及び第 3 項の規定に基づく屋外における条件変更

等の行為 

   ｲ 契約書第 20 条第 1 項及び第 2 項の規定に基づく屋外における業務の全部又は一

部の一部中止の受理 

   ｳ 契約書第 21 条第 1 項及び第 2 項の規定に基づく屋外における業務に係る提案及

び変更の受理 

   ｴ 立会確認日の通知

 ４ 担当技術者は次の各号によるものとする。 

 （１） 担当技術者は、管理技術者のもとで業務を担当する者で受注者が定めた者をいう。 

 （２）受注者は、屋内で行う業務については、契約締結後 14日以内に管理技術者以外の

実際に業務を行う全ての者の名簿を作成し、担当技術者選定通知書に経歴書を添え

て提出しなければならない。監督職員が指示した業務の場合は、この限りでない。

ただし、契約前に技術提案書等を発注者に提出した業務については、技術提案書等

に記載した担当技術者を配置しなければならない。 

（３）受注者は、前号の担当技術者を変更したときは、変更後 14 日以内に変更選定通知

書を提出しなければならない。ただし、契約前に技術提案書等を発注者に提出した

業務については、原則として技術提案書等に記載した担当技術者を変更できない。

病休、死亡、退職等のやむを得ない理由により変更を行う場合には、技術提案書等

に記載された資格、業務実績、技術能力が同等以上の担当技術者を配置することと

し、総括監督員の承諾を得なければならない。 
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別表 管理技術者等の資格要件 

１ 管理技術者 

業  務 要      件 

測  量 測量法に基づく測量士の資格保有者 

土質地質調査 下記のいずれかに該当する者とする 

①技術士[建設部門（「土質及び基礎」）若しくは応用理学部門（「地質」）]

の資格保有者又はこれと同等の能力と経験を有する技術者。ただし、平

成 13年度以降の技術士合格者にあっては、7年以上の技術的業務の実務

経験を有し、かつ業務に該当する部門に 4年以上従事している者 

②技術士[総合技術監理部門（上記①の部門に該当する選択科目）]の資格

保有者 

③RCCM※[「地質部門」若しくは「土質及び基礎部門」]の資格保有者 

④地質調査技士の資格保有者 

環境調査 下記のいずれかに該当する者とする 

①技術士[建設部門（｢建設環境」）若しくは環境部門（「環境測定」若しく

は「自然環境保全」）]の資格保有者又はこれと同等の能力と経験を有す

る技術者。ただし、平成 13 年度以降の技術士試験合格者にあっては、7

年以上の技術的業務の実務経験を有し、かつ業務に該当する部門に 4 年

以上従事している者 

②技術士[総合技術監理部門（上記①の部門に該当する選択科目）]の資格

保有者

③RCCM[業務に該当する部門]の資格保有者

構造物設計 下記のいずれかに該当する者とする 

①技術士[建設部門、農業部門（｢農業土木」）、林業部門（「森林土木」若し

くは「林業」）若しくは環境部門（「自然環境保全」）]の資格保有者又は

これと同等の能力と経験を有する技術者。ただし、平成 13 年度以降の技

術士試験合格者にあっては、7 年以上の技術的業務の実務経験を有し、

かつ業務に該当する部門に 4年以上従事している者 

②技術士[総合技術監理部門（上記①の部門に該当する選択科目）]の資格

保有者 

③RCCM[業務に該当する部門]の資格保有者 

その他 下記のいずれかに該当する者とする 

①技術士（業務に該当する部門）の資格保有者又はこれと同等の能力と経

験を有する技術者。ただし、平成 13 年度以降の技術士試験合格者にあっ

ては、7 年以上の技術的業務の実務経験を有し、かつ業務に該当する部

門に 4年以上従事している者 

②技術士[総合技術監理部門（上記①の部門に該当する選択科目）]の資格

保有者 

③RCCM[業務に該当する部門]の資格保有者 

※1 RCCM: 一般社団法人 建設コンサルタンツ協会が定めるシビル コンサルティング マネージャ資格 
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２ 照査技術者 

業  務 要      件 

構造物設計 下記のいずれかに該当する者とする 

①技術士[建設部門、農業部門（｢農業土木」）、林業部門（「森林土木」若し

くは「林業」）若しくは環境部門（「自然環境保全」）]の資格保有者又は

これと同等の能力と経験を有する技術者。ただし、平成 13 年度以降の技

術士試験合格者にあっては、7 年以上の技術的業務の実務経験を有し、

かつ業務に該当する部門に 4年以上従事している者 

②技術士[総合技術監理部門（上記①の部門に該当する選択科目）]の資格

保有者 

③RCCM[業務に該当する部門]の資格保有者 

３ 現場作業責任者 

業  務 要      件 

測  量 測量士又は測量士補の資格保有者 

土質地質調査 下記のいずれかに該当する者とする 

①技術士[建設部門（「土質及び基礎」）若しくは応用理学部門（「地質」）]

の資格保有者又はこれと同等の能力と経験を有する技術者。ただし、平

成 13年度以降の技術士合格者にあっては、7年以上の技術的業務の実務

経験を有し、かつ業務に該当する部門に 4年以上従事している者 

②技術士[総合技術監理部門（上記①の部門に該当する選択科目）]の資格

保有者 

③RCCM[「地質部門」若しくは「土質及び基礎部門」]の資格保有者 

④地質調査技士の資格保有者 

環境調査 下記のいずれかに該当する者とする 

①関係諸規程に精通し 7年以上の実務経験を有するほか、技術士[建設部門

（｢建設環境」）若しくは環境部門（「環境測定」若しくは「自然環境保全」）]

の資格を有するか、又は計量法施行規則に定める環境計量士の資格を有す

るか、若しくはこれらと同等程度の能力を有すると総括監督員が認めた者

とする。 

②技術士[総合技術監理部門（上記①の部門に該当する選択科目）]の資格

保有者 

③RCCM[業務に該当する部門]の資格保有者 

④計量法施行規則に定める環境計量士の資格保有者 

４ 担当技術者 

業  務 要      件 

測  量 測量法に基づく測量士又は測量士補の資格保有者 
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１．１．９ 書類の提出

 １ 受注者は、提出書類を共通仕様書様式及び「電子納品等運用ガイドライン」に基づ

いて、提出しなければならない。これに定めのないものは、監督職員の指示する様式

によらなければならない。 

 ２ 受注者は、書類を提出するときは、原本により行うものとし、原則として直接持参

し、提出しなければならない。この場合において、次に掲げる書類以外の書類は、監

督職員に提出するものとする。 

 （１）請負代金額に係る書類 

 （２）請負代金代理受領承諾書 

 （３）遅延利息請求書 

 （４）監督職員に関する措置請求に係る書類 

 （５）その他現場説明の際に指定した書類 

１．１．10 業務の着手 

 １ 受注者は、特記仕様書に定めのある場合を除き、契約締結後 14 日以内に業務に着手

しなければならない。なお、受注者は、業務の着手日前に着手届を提出しなければな

らない。 

 ２ 着手日とは、業務を開始する日であり、受注者が業務の施行のため監督職員との打

合せ又は現地踏査を開始する日をいう。 

 ３ 受注者は、業務を開始した後は、業務が円滑に進捗するように努めなければならな

い。 

１．１．11 作業日 

   受注者は、屋外で行う業務の実施に際しては、特記仕様書に定めがある場合を除き、

夜間、土曜、日曜、祝日（振替休日を含む。）及び 12月 29 日から翌年 1月 3日までの

期間に作業を行ってはならない。やむを得ず作業を行う必要がある場合、受注者は、

理由を付した書面を提出し、監督職員の承諾を得なければならない。ただし、緊急を

要する作業は、この限りでない。 

１．１．12 業務のしゅん功 

 １ 受注者は、業務が完了したときは、契約書第 31条第１項の規定により、直ちにしゅ

ん功通知書を提出しなければならない。 

 ２ 業務のしゅん功日とは、業務が完了した日をいい、業務の完了とは次に掲げる事項

の完了をいう。 

 （１）設計図書に定める全ての業務が完了していること。 

 （２）屋外で行う業務については、仮設物の撤去、跡片付け、整地、清掃等が完了して
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いること。 

 （３）契約書類により義務付けられた資料の整備が全て完了していること。 

 ３ 契約書第 41条第 2項及び第 3項に規定する遅延日数の算定は、次式によるものとす

る。 

   なお、不合格の通知日及び修補の完了届受領日は、それぞれ契約書第 31条第 2項及

び第 4項に規定するものをいう。 

     遅延日数＝（しゅん功通知書受領日－履行期間末日） 

＋（修補完了届受領日－不合格の通知日）      

 ４ 一部しゅん功においては、１．１．12中「業務」とあるのは「指定部分に係る業務」

と読み替えて、１．１．12の規定を適用する。 

１．１．13 相互協力の義務 

受注者は、当社又は他の機関の発注する隣接業務若しくは関連業務の受注者と相互

に協力し、業務に支障又は遅滞を生じさせないように努めなければならない。 

１．１．14 関係官公署等への手続き等 

 １ 受注者は、業務の実施にあたっては、発注者が行う関係官公署等への手続きの際に

協力しなければならない。また受注者は、業務を実施するため、関係官公署等に対す

る諸手続きが必要な場合は、速やかに行うものとする。 

 ２ 受注者が、関係官公署から交渉を受けたときは、遅滞なくその旨を報告し、監督職

員と協議するものとする。 

１．１．15 地元関係者との交渉等 

 １ 契約書第 12条に規定する地元関係者への説明、交渉等は監督職員が行うものとする

が、監督職員の指示がある場合は、受注者は、これに協力するものとする。これらの

交渉に当たり、受注者は、地元関係者に誠意をもって接しなければならない。 

 ２ 受注者は、屋外で行う業務の実施にあたり、地域住民から業務の実施に対する理解

と協力を得られるよう努めるとともに、地域住民との間に紛争が生じないように努め

なければならない。 

３ 受注者は、屋外で行う業務の実施にあたって、地元関係者から質問、疑義に関する

説明等を求められた場合は、監督職員の承諾を得てから行うものとし、地元関係者と

の間に紛争が生じないように努めなければならない。 

 ４ 受注者は、設計図書の定めあるいは監督職員の指示により受注者が行うべき地元関

係者への説明、交渉等を行う場合には、交渉等の内容を書面で随時、監督職員に報告

し、指示があればそれに従うものとする。 

 ５ 受注者は、業務の実施中に当社が地元協議等を行い、その結果を条件として業務を
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実施する場合には、設計図書の定めるところにより、地元協議等に立会するとともに、

説明資料及び記録の作成を行うものとする。 

 ６ 受注者は、前項の地元協議により、既に作成した成果の内容を変更する必要が生じ

た場合には、監督職員の指示に基づいて変更するものとする。なお、変更に要する期

間及び費用は、当社と協議の上定めるものとする。 

１．１．16 土地への立入り等 

 １ 受注者は、屋外で行う業務を実施するため国有地、公有地又は私有地（以下「第三

者の土地」という。）に立入る場合は、契約書第 13 条の定めに従って、監督職員及び

関係者と十分な協調を保ち、業務が円滑に進捗するように努めなければならない。な

お、やむを得ない理由により現地への立入りが不可能となった場合には、ただちに報

告し、監督職員の指示を受けなければならない。 

 ２ 受注者は、業務実施のため植物伐採、かき、さく等の除去又は土地若しくは工作物

を一時使用するときは、あらかじめ監督職員に報告するものとし、報告を受けた監督

職員は、当該土地所有者及び占有者の許可を得るものとする。なお、第三者の土地へ

の立入りについて、当該土地占有者の許可は当社が得るものとするが、監督職員の指

示がある場合は、受注者はこれに協力しなければならない。 

 ３ 受注者は、前項の場合において生じた損失のため必要となる経費の負担については、

設計図書に示すほかは監督職員と協議により定めるものとする。 

 ４ 受注者は、第三者の土地への立入りにあたっては、あらかじめ身分証明書発行願を

提出し、身分証明書の交付を受け、現地立入りに際しては、これを常に携帯しなけれ

ばならない。なお、受注者は、立入り完了後 10日以内に身分証明書を返却しなければ

ならない。 

１．１．17 資料作成作業の協力 

 １ 受注者は、監督職員の求めに応じて、業務に必要な関係資料、統計資料等をその都

度提出しなければならない。 

 ２ 受注者は、当社が自ら又は当社が指定する第三者が行う調査及び試験に対して、監

督職員の指示によりこれに協力しなければならない。 

 ３ 受注者は、当該業務が当社の実施する業務実態調査等の対象業務となった場合には、

調査等の必要な協力をしなければならない。また、履行期間経過後においても同様と

する。 

 ４ 前 2項に定める資料等の作成に要する費用は、受注者の負担とする。 

１．１．18 保険の付保及び事故の補償 

 １ 受注者は、契約書に定めるほか、雇用保険法、労働者災害補償保険法、健康保険法
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及び中小企業退職金共済法の定めるところにより、使用人等の雇用形態に応じて、使

用人等を被保険者とするこれらの保険に加入しなければならない。 

 ２ 受注者は、業務に関して生じた使用人等の負傷、疾病、死亡その他の事故に対して

責任をもって適正な補償をしなければならない。 

１．１．19 一括委任又は一括下請負の禁止 

 １ 契約書第 7 条第 1 項に規定する「主たる部分」とは、特記仕様書に定めるもののほ

か、次に掲げるものをいう。 

 （１）業務における総合的企画、業務遂行管理、手法の決定及び技術的判断 

 （２）解析業務における手法の決定及び技術的判断 

 ２ 契約書第 7 条第 2 項に規定する「軽微な部分」とは、特記仕様書に定めるもののほ

か、コピー、ワープロ、印刷、製本、計算処理、トレース、資料整理、模型製作等の

簡易な業務をいう。 

 ３ 契約書第 7 条第 2 項により業務の一部を第三者に委任又は下請負に付する場合は、

事前に履行委任又は下請承諾申請書を提出し、承諾を得なければならない。なお、業

務の一部を委任又は下請負に付する場合の第三者（以下、協力者）が当社の測量・建

設コンサルタント等業務の競争参加資格者である場合には、当社の競争参加停止期間

中であってはならない。 

 ４ 受注者は、業務の一部を委任又は下請負に付する場合、書面により協力者との契約

関係を明確にしておくとともに、協力者に対し適切な指導、管理のもとに業務を実施

しなければならない。 

１．１．20 条件変更等の処理   

１ 受注者は、契約書第 18 条第１項に規定する事実を発見し、発注者に確認を請求する

ときは、業務打合せ簿にその内容を記載して、提出しなければならない。

 ２ 監督職員が、受注者に対して契約書第 18 条、第 19条及び第 21 条の規定に基づく設

計図書の変更又は訂正の指示を行う場合は、業務打合せ簿によるものとする。 

１．１．21 業務の一時中止 

 １ 契約書第 20条第 1項の規定により、次の各号に該当する場合において、総括監督員

は、受注者に書面をもって通知し、必要と認める期間、業務の全部又は一部を一時中

止させるものとする。なお、天災等による業務の中断については、１．３．２臨機の

措置により、受注者は、適切に対応しなければならない。 

 （１）第三者の土地への立入り許可が得られないとき。 

 （２）埋蔵文化財の発見により業務の続行が不適当又は不可能となったとき。 
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 （３）関連する他の業務の遅延により業務の続行が不可能となったとき。 

 （４）環境問題等の発生により業務の続行が不可能となったとき。 

 （５）災害等により業務の続行が不適当又は不可能となったとき。 

 （６）第三者及びその財産、受注者、使用人等並びに監督職員の安全確保のため必要が

あると認めた場合 

 （７）前各号に掲げるもののほか、総括監督員が必要と認めたとき。 

 ２ 発注者は、受注者が契約書類に違反し、又は監督職員の指示に従わない場合等、監

督職員が必要と認めた場合には、業務の全部又は一部の一時中止をさせることができ

るものとする。 

 ３ 前 2 項の場合において、受注者は屋外で行う業務の現場の保全については、監督職

員の指示に従わなければならない。 

１．１．22 部分使用 

 １ 部分使用の請求及び承諾

 （１）監督職員が契約書第 33 条第 1項の規定により成果品の全部又は一部を使用しよう

とするときは、部分使用承諾請求書により受注者に承諾を求めることができる。 

 （２）受注者は、前号の承諾を求められたときは、特段の理由がない限り部分使用承諾

書により承諾しなければならない。 

 ２ 受注者は、前項の請求を受けた後、直ちに当該成果品を使用できる状態にしなけれ

ばならない。 

 ３ 他者の業務に係る成果品を部分使用する場合 

 （１） 受注者は、監督職員から他者の業務に係る成果品の部分使用を指示されたときは、

その使用部分を善良な管理者の注意をもって使用しなければならない。 

 （２） 受注者は、前号の部分使用に当たり、その責めにより成果品に損害を与えたとき

は、その損害を賠償しなければならない。 

１．１．23 受注者の異議申立書の提出 

 １ 受注者は、契約責任者又は監督職員から示された業務内容の変更又は書面による決

定若しくは指示に異議があるときは、契約責任者又は監督職員の書面による通知後 10

日以内に、監督職員に異議申立書を提出することができる。 

 ２ 前項の異議申立書の提出があったときは、契約責任者又は監督職員は、その申立事

項について、速やかに受注者と協議しなければならない。 

 ３ 受注者は、第 1 項の異議申立書を提出した場合にあっても、１．１．21 により総括

監督員が業務の中止を指示したときを除き、業務の全部又は一部を中止してはならな

い。 

 ４ 受注者が異議申立書を第 1 項に定める期間内に契約責任者又は監督職員に提出しな
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かったときは、受注者は、契約責任者又は監督職員から示された業務内容の変更又は

書面による決定若しくは指示を承諾したものとみなす。 

１．１．24 不可抗力による損害 

 １ 契約書第 29条第 1項に規定する｢設計図書で定めた基準｣とは、次の各号に掲げるも 

のをいう。 

 （１）降雨に起因する場合で、次のいずれかに該当する場合。 

ｱ 24 時間雨量（任意の連続 24 時間における雨量をいう。）が 80 ㎜以上のとき。 

ｲ １時間雨量（任意の 60 分における雨量をいう。）が 20 ㎜以上のとき。 

ｳ その他設計図書で定める基準 

 （２）強風に起因する場合 

最大風速（10 分間の平均風速で最大のもの）が 15m／秒以上あった場合。 

（３）地震、津波、高潮及び豪雪に起因する場合 

地震、津波、高潮及び豪雪により生じた災害にあっては、周囲の状況により判断

し、相当の範囲にわたって、他の一般物件にも被害を及ぼしたと認められる場合。 

 ２ 契約書第 29条第 2項に規定する「受注者が善良な管理者の注意義務を怠ったことに

基づくもの」とは、契約書第 26 条及び本章第 3節に規定する予防措置を行ったと認め

られないもの及び災害の一因が実施不良等、受注者の責めによるとされるものをいう。 

１．１．25 文化財の保護 

 １ 受注者は、屋外で行う業務の実施に際しては、文化財の保護に十分注意し、使用人

等に文化財の重要性を十分認識させ、業務の実施中に文化財を発見したときは、直ち

に業務を中止して報告し、監督職員の指示に従わなければならない。 

 ２ 受注者が業務の実施にあたり、文化財その他の埋蔵物を発見した場合は、当社の契

約に係る業務に起因するものとみなし、当社が当該埋蔵物の発見者としての権利を保

有するものとする。 

 ３ 文化財の発見により生じた履行期間又は請負代金額の変更については、当社と受注

者が協議する。 

１．１．26 成果品の使用等 

 １ 受注者は、契約書第 6 条第 5 項の定めに従い、当社の承諾を得て単独で又は他の者

と共同で、成果品を発表することができる。 

 ２ 受注者は、著作権、特許権その他第三者の権利の対象となっているものの使用に関

し、設計図書に明示がなく、その費用負担を契約書第 8 条に基づき当社に求める場合

には、第三者と補償条件の交渉を行う前に当社の承諾を受けなければならない。 
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１．１．27 守秘義務 

 １ 受注者は、契約書第 1 条第 5 項の規定により、個人情報及び業務の実施過程で知り

得た秘密を第三者に漏らしてはならない。 

 ２ 受注者は、個人情報及び業務の実施過程で知り得た秘密を業務の目的以外に使用し

てはならない。 

３ 受注者は、特記仕様書に定めるもののほか、個人情報及び業務の実施過程で知り得

た秘密の漏えい、滅失、改ざん、盗用又は毀損（以下「漏えい等」という。）の防止そ

の他の適切な管理に必要な措置を講じなければならない。 

４ 受注者は、漏えい等の事案が発生し、又は発生するおそれがあることを知った時は、

速やかに発注者に報告し、受注者の責任において適切な措置を講じなければならない。 

５ 受注者は、保有する個人情報及び業務の実施過程で知り得た秘密が記載又は記録さ

れた文書及び電子媒体について、契約の終了後又は解除後速やかに発注者に引き渡さ

なければならない。ただし、発注者が廃棄又は消去など別の方法を指示したときは、

当該指示に従うものとする。 

６ 受注者は、成果品の発表に際しての守秘義務については、１．１．26 第 1 項の承諾

を受けた場合は、この限りではない。 

７ 守秘義務に係る規定は、契約の終了後又は解除後においても有効とする。 

１．１．28 成果品 

 １ 受注者は、業務が完了したときは、「電子納品等運用ガイドライン」に基づき納品し

なければならない。ただし、設計図書に成果品の作成方法について特別の定めのある

場合は、その定めに従わなければならない。 

 ２ 受注者は、当該業務に係る工事の受注者が設計図書の照査を行う際に、成果品につ

いて説明を求められたときは、これに応じなければならない。 

１．１．29 業務実績情報システム（テクリス）への登録 

   受注者は、契約時又は変更時において、請負金額が 250 万円以上の業務について、

測量調査設計業務実績情報システム（テクリス）に基づき、受注・変更・完了・訂正

時に業務実績情報として「登録のための確認のお願い」を作成し、監督職員の確認を

受けたうえ、受注時は契約締結後 14 日以内に、登録内容の変更時は変更後 14 日以内

に、完了時は業務完了後 14 日以内に、訂正時は適宜登録機関に登録申請しなければな

らない。また、登録機関に登録後、テクリスより「登録内容確認書」をダウンロード

し、直ちに提出しなければならない。なお、変更時と完了時の間が 14 日間に満たない

場合は、変更時の提出を省略できるものとする。また、受注者が公益法人の場合はこ

の限りではない。 
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１．１．30 用紙の仕様 

  受注者は、設計図書に規定する提出書類作成にあたって、用紙の仕様は、特記仕様書

によらなければならない。なお、仕様が変更となった場合又は調達が困難な場合におい

ては、監督職員の指示によるものとする。 

第２節 実  施 

１．２．１ 一  般 

   受注者は、成果品の出来形、品質及び履行期間の確保を図るよう努めるとともに、

自らの責任により設備、組織等の実施管理体制を確立しなければならない。 

１．２．２ 実施計画書 

 １ 受注者は、業務の着手前に、次に掲げる事項のうち該当する項目を記載した実施計

画書を提出しなければならない。 

 （１）業務概要 

 （２）実施工程表 

 （３）業務の実施組織 

 （４）緊急時の体制 

 （５）主要機械器具等 

 （６）実施計画 

 （７）照査計画 

 （８）環境対策 

 （９）安全衛生管理 

 （10）品質出来形管理体制 

 （11）その他必要と認められる事項 

   なお、受注者は、設計図書において照査技術者による照査が定められている場合は、

照査計画について記載するものとする。 

 ２ 監督職員は、前項の規定により提出された実施計画書の内容の修正について受注者

と協議することができる。 

 ３ 受注者は、実施計画書の重要な内容を変更する場合は、理由を明確にしたうえ、そ

の都度、変更実施計画書を提出しなければならない。 

 ４ 変更実施計画書は、第 1 項各号に掲げる事項ごとに提出することができるものとす

る。 

１．２．３ 業務の実施

 １ 受注者は、自らが提出した実施計画書に基づき適切な工程及び品質の管理を行い実
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施しなければならない。 

 ２ 受注者は、設計図書に定められていない事項で、実施上当然必要なものについては、

自らの責任と費用により実施しなければならない。 

 ３ 受注者は、実施計画書に誤り又は脱漏を発見したときは、直ちに修正又は追加しな

ければならない。 

 ４ 受注者は、業務の実施に当たり不測の事態に遭遇したときは、直ちに調査を行い、

業務打合せ簿にその内容を記載して提出しなければならない。この場合において、監

督職員から指示があったときは、その指示に従わなければならない。 

１．２．４ 打合せ等 

１ 業務を適正かつ円滑に実施するため、管理技術者と監督職員とは、常に密接な連絡

をとり、業務の方針及び条件等の疑義を正すものとし、その内容については、その都

度受注者が業務打合せ簿に記録し、相互に確認しなければならない。 

２ 業務着手時及び設計図書で定める業務の区切りにおいて、管理技術者と監督職員と

は、打合せを行うものとし、その結果について受注者が業務打合せ簿に記録し、相互

に確認しなければならない。 

３ 管理技術者は、仕様書に定めのない事項について疑義が生じた場合は、速やかに監

督職員と協議するものとする。 

１．２．５ 跡片付け 

１ 受注者は、調査等の全部又は一部が完了したときは、監督職員の指示に従って残材、

廃物、木くず等を撤去し、調査等の現場を清掃しなければならない。ただし、検査、

立会に必要な足場、はしご等は、監督職員の指示に従って存置するものとする。 

２ 受注者が前項の義務を履行しない場合、当社は、受注者に代わって自らこれを行う

ものとする。なお、これらに要する費用は受注者の負担とする。 

１．２．６ 貸与品等 

 １ 監督職員は、設計図書に定める図書（電子データ含む。）及びその他関係資料を、受

注者に貸与するものとする。ただし、共通仕様書、各種基準、参考図書等市販されて

いるものについては、受注者の負担において備えるものとする。 

 ２ 受注者は、貸与された図面（電子データ含む。）及び関係資料等の必要がなくなった

場合はただちに返却しなければならない。 

 ３ 受注者は、貸与された図書（電子データ含む。）及びその他関係資料を丁寧に扱い、

損傷してはならない。万一、損傷した場合には、受注者の責任と費用負担において修

復しなければならない。 

 ４ 受注者は、設計図書に定める守秘義務が求められている資料については複写しては
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ならない。 

第３節 安全衛生管理

１．３．１ 安全等の確保

 １ 受注者は、屋外で行う業務の実施に際しては、業務関係者だけでなく、付近住民、

通行者、通行車両等の第三者の安全確保に努めなければならない。 

 ２ 受注者は、設計図書に定めがある場合には所轄警察署、道路管理者、鉄道事業者、

河川管理者、労働基準監督署等の関係者及び関係機関と緊密な連絡を取り、業務実施

中の安全を確保しなければならない。 

 ３ 受注者は、屋外で行う業務の実施にあたり、事故が発生しないよう使用人等に安全

教育の徹底を図り、指導、監督に努めなければならない。 

 ４ 受注者は、屋外で行う業務の実施にあたっては、安全の確保に努めるとともに、労

働安全衛生法等関係法令に基づく措置を講じておかなければならない。 

 ５ 受注者は、屋外で行う業務の実施にあたり、災害予防のため、次の各号に掲げる事

項を厳守しなければならない。 

 （１）屋外で行う業務に伴い伐採した立木等を焼却する場合には、関係法令を遵守する

とともに、関係官公署の指導に従い必要な措置を講じなければならない。 

 （２）受注者は、喫煙等の場所を指定し、指定場所以外での火気の使用を禁止しなけれ

ばならない。 

 （３）受注者は、ガソリン、塗料等の可燃物を使用する必要がある場合には、周辺に火

気の使用を禁止する旨の標示を行い、周辺の整理に努めなければならない。 

 ６ 受注者は、爆発物等の危険物を使用する必要がある場合には、関係法令を遵守する

とともに、関係官公署の指導に従い、爆発等の防止の措置を講じなければならない。 

 ７ 受注者は、屋外で行う業務の実施にあたっては、豪雨、豪雪、出水、地震、落雷等

の自然災害に対して、常に被害を最小限にくい止めるための防災体制を確立しておか

なければならない。災害発生時においては第三者及び使用人等の安全確保に努めなけ

ればならない。 

 ８ 受注者は、屋外で行う業務実施中に事故等が発生した場合は、直ちに報告するとと

もに、災害・事故報告書を速やかに提出し、監督職員から指示がある場合にはその指

示に従わなければならない。 

１．３．２ 臨機の措置 

 １ 受注者は、災害防止等のため必要があると認めるときは、臨機の措置をとらなけれ

ばならない。また、受注者は、措置をとった場合には、その内容をすみやかに報告し

なければならない。 
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 ２ 監督職員は、天災等に伴い成果品の品質及び履行期間の遵守に重大な影響があると

認められるときは、受注者に対して臨機の措置をとることを請求することができるも

のとする。 

第４節 検  査

１．４．１ しゅん功検査等 

 １ 総括監督員は、しゅん功検査等に先立ち、受注者に対して検査日を通知するものと

する。 

 ２ 検査員等は、監督職員及び受注者が臨場の上、成果品の出来形及び出来栄えを対象

として契約書類と対比してしゅん功検査等を行うものとする。 

 ３ 検査責任者は、契約書第 31条第 2項に定める期間内に検査を完了し、当該検査の結

果を受注者に通知するものとする。 

 ４ 契約責任者は、契約書第 31条第 3項の規定により、成果品の引渡しを受けるものと

する。 

 ５ 受注者は、検査員等から成果品の作成にあたって参考とした資料等の提出又は提示

を求められたときは、これに応じなければならない。 

 ６ 受注者は、検査に必要な人員、機材等を提供しなければならない。 

 ７ 立会人 

 （１）検査員等は、検査にあたり、管理技術者のほか、必要に応じ、当該管理技術者を

指導監督する立場にある役職員の立会を求めることができる。 

 （２）検査員等は、検査にあたり、当該業務の受注者のほか、必要に応じ、当該業務の

下請負人の立会を求めることができる。 

 ８ 修  補 

（１）検査責任者は、検査の結果、修補を必要と認めたときは不合格とし、受注者に対

し、修補命令書により修補を命ずるものとする。ただし、軽微な修補については、

検査員は、修補指示書により修補を指示することができる。この場合、修補の完了

をもって合格とする。 

 （２）受注者は、前号により、検査責任者から修補命令書により修補を命じられたとき

は、検査責任者に修補請書を提出し、命じられた期間内に自らの責任と費用により

修補を行い、修補完了後、直ちに修補完了届を検査責任者に提出し、検査責任者の

再検査を受けなければならない。 

（３）受注者は、第 1号により、検査員から修補指示書により修補を指示されたときは、

指示された期間内に自らの責任と費用により修補を行い、修補完了後、直ちに修補

完了届を提出し、検査員の指示する方法により修補完了の確認を受けなければなら

ない。 
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 （４）受注者が第 2号又は第 3号の指示された期間内に修補が完了しなかったときには、

当社は、契約書第 41 条第 2項を適用し、履行期間末日の翌日若しくは当該修補指示

書による指示の日から遅延に対する損害金を徴収することができる。 

１．４．２ 業務完了部分検査 

１ 業務完了部分検査 

契約書第 36条の 2に規定する部分払の請求が受注者からなされたときに行う検査を

いい、請負代金相当額の算定に使用される。この場合においては、契約書第 31 条第 3

項に規定する検査を行った部分についての引渡しを受けるものではない。 

２ 検査の請求

受注者は、契約書第 36 条の 2に基づき、部分払いの請求に係る業務の完了部分の確

認を求めるときは、「業務完了部分検査請求書」を提出しなければならない。 

３ 検査結果の通知

発注者は、受注者から前項の確認を求められたときは、遅滞なくその確認のための

検査を行い、その結果を｢業務完了部分検査認定書｣により受注者に通知しなければな

らない。 

４ 業務完了部分の検査 

（１）受注者は、監督職員から業務完了部分の検査に必要な数量等の算出要請があった

ときは提出しなければならない。 

（２）受注者は、検査に必要な書類等を提出しなければならない。 
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第２章 測量編

２．１ 適  用

 １ この章は、基準点測量、平面測量、数値平面測量、応用測量等の作業（以下「測量

作業」という。）に適用する。 

  ２ 受注者は、測量作業にあたり、「首都高速道路株式会社測量作業規程及び同規程に係

わる運用基準(以下「作業規程」という。）により実施しなければならない。 

２．２ 測量の基準

  受注者は、この測量に使用する測量の基準は、「作業規程」第 2条によるほか、監督職

員の指示によらなければならない。 

２．３ 測量管理員等 

 １ 総括監督員は、監督職員の補助業務を行う目的で別途契約した主任測量管理員及び

測量管理員（以下「測量管理員等」という。）の配置を定める場合がある。 

 ２ 受注者は、設計図書で測量管理員等の配置が明示された場合には、次の各号によら

なければならない。 

 (1) 測量管理員等が監督職員に代わり現場で立会等の臨場する場合には、その業務に協

力しなければならない。また、成果品等の提出に関し、説明を求められた場合はこ

れに応じなければならない。 

 (2) 監督職員から受注者に対する指示又は、通知等を、測量管理員等を通じて行うこと

があるので、この際は監督職員から直接指示又は、通知等があったものと同等であ

る。 

 (3) 監督職員の指示により、受注者が監督職員に対して行う報告又は通知は、測量管理

員等を通じて行うことができるものとする。 

２．４ 実施計画書 

  受注者は、第１章「総則」 １．２．２に規定する実施計画書を「作業規程」に基づき

作成しなければならない。

２．５ 調査週報

 １ 受注者は、前の週に、次の週に実施する予定の現場測量作業について記入した調査

週報を提出しなければならない。なお、それまでに実施した現場測量作業の内容をそ

れぞれ記載した調査週報については、整備・保管し、監督職員の請求があった場合は

直ちに提示するとともに、検査時に提出しなければならない。

 ２ 受注者は、前項の現場測量業務の予定の内容に変更が生じたときは、速やかにその

内容を報告しなければならない。
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２．６ 作業管理

  受注者は、測量現場が隣接し、又は同一場所において別途測量がある場合には、常に

相互協調するとともに、利用する成果については、照合を行わなければならない。  

２．７ 成果品

  電子納品する成果品は、｢電子納品等ガイドライン」によるものとする。
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第３章 土 質 及 び 地 質 調 査 

  ３．１  適  用‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥3- 2 

  ３．２  機械ボーリング‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥3- 3  
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  ３．４  サウンディング‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥3- 4 
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３．１ 適 用 

３．１．１ 適用範囲

  １ この章は、土質及び地質調査に関する業務（以下「調査業務」という。）に適用する。 

 ２ 受注者は、契約の履行にあたり、調査等の意図及び目的を十分に理解したうえで調査等に適用

すべき諸基準に適合し、所定の成果を満足するような技術を十分に発揮しなければならない。 

３．１．２ 適用すべき諸基準

受注者は、設計図書において特に定めのない事項については、下記の基準類によらなければ

ならない。

日本規格協会     JIS ハンドブック  

地盤工学会      地盤調査の方法と解説  

地盤工学会      地盤材料試験の方法と解説 

日本道路協会     道路土工要綱 

日本道路協会     舗装調査・試験法便覧 

３．１．３ 実施計画書

受注者は、第１章「総則」１．２．２に規定する実施計画書に記載する実施計画に次の事項を追

記しなければならない。 

(1) 調査の位置、順序及び方法（復旧が必要な場合はその方法） 

  (2) 仮設備計画 

  (3) その他必要事項 

３．１．４ 調査地点の確認

 １ 受注者は、調査着手前にその位置を確認しておかなければならない。 

 ２ 受注者は、調査業務にあたり、地下埋設物（電話線・送電線・ガス管・上下水道管・その他）

が予想される場合は、監督職員に報告し、関係機関と協議のうえ現地立会を行い、位置・規模・

構造等を確認しなければならない。 

３．１．５ 調査週報

１ 受注者は、前の週に、次の週に実施する予定の現場調査業務についての調査週報を監督職員に

提出しなければならない。なお、それまでに実施した現場調査業務の内容を記載した調査週報に

ついては、整備・保管し、監督職員の請求があった場合は直ちに提示するとともに、検査時に提

出しなければならない。 

２ 受注者は、前項の調査週報による調査業務の予定の内容に変更が生じたときは、速やかにその

内容を監督職員に報告しなければならない。
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３．１．６ 安全等の確保 

  受注者は、第１章「総則」１．３．１に規定するもののほか、次に掲げる事項を遵守しなければ

ならない。 

 (1) 受注者は、調査のために使用する区域を周囲から明確に区分し(板囲い、ロープ等による囲

い等)、当該区域内に調査関係者以外の者を立ち入らせないように立入禁止の表示を行い、当

該区域内を常に整理整頓しておかなければならない。 

 (2) 受注者は、調査が完了したときには、残材、廃物、木くず等を撤去し現場を清掃しなければ

ならない。 

３．２ 機械ボーリング 

３．２．１ 一  般 

１ 土質の分類は、地盤工学会基準（以下「JGS」という。）JGS 0051（地盤材料の工学的分類方法）

によるものとする。

２ ボーリング機械は、回転式ボーリング機械を使用するものとし、所定の方向、深度に対して十

分余裕のある能力を持つものでなければならない。また、ロッド及びビットは、調査目的並びに

土質及び地質に最適なものでなければならない。 

３ 受注者は、現地におけるボーリング位置を決定するにあたり、原則として監督職員の立会のう

え行うものとし、後日調査位置を確認できるようにしなければならない。 

 ４ 地盤の高さ、深さ、水位等は、設計図書に定めのある場合を除き東京湾中等潮位（Ｔ．Ｐ）を

基準として、柱状図に表示しなければならない。

３．２．２ 仮設 

足場、やぐら等は作業完了まで資機材類を安定かつ効率的な作業が行える状態に据付るとともに、

資機材類についても安全かつ使いやすい位置に配置し、ボーリングや原位置試験等に要する作業空

間を良好に確保するよう設置しなければならない。 

３．２．３ 掘進 

受注者は、ボーリングにあたって、次の事項に留意して行わなければならない。 

 (1) 原位置の状態及び性質に変化を与えないこと。 

 (2) 掘進は地下水位の確認ができるまで原則として無水掘りにより行わなければならない。 

 (3) 孔口はケーシングパイプ又はドライブパイプで保護するものとする。 

 (4) 所要の孔径を保持し、かつ、孔壁を乱さないこと。 

 (5) 崩壊性の地層に遭遇して掘進が不可能になる恐れのある場合は、泥水の使用、もしくはケー

シングパイプの挿入により孔壁の崩壊を防止しなければならない。 

 (6) 原位置試験、サンプリングの場合はそれに先立ち、孔底のスライムをよく除去すること。 
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 (7) 掘進中は掘進速度、湧水・逸水量、スライムの状況等に注意し、変化の状況を記録しなけれ

ばならない。 

 (8) 孔内水位は、毎作業日、作業開始前に観測し、観測日時を明らかにしておかなければならな

い。 

 (9) 掘進中は孔曲がりのないように留意し岩質、割れ目、断層破砕帯、湧水漏水等に充分注意し

なければならない。特に湧水については、その量のほか、必要があれば水位（被圧水頭）を測

定するものとする。 

３．２．４ 検尺 

 １ 受注者は、予定深度の掘進を完了する以前に調査の目的を達した場合、又は予定深度の掘進を

完了しても調査の目的を達しない場合は、監督職員と協議するものとする。  

 ２ 受注者は、掘進長の検尺にあたり、調査目的を終了後、原則として監督職員が立会のうえ、ロ

ッドを挿入した状態で残尺を検尺の後、ロッドを引き抜き、確認を行うものとする。 

３．３ サンプリング 

３．３．１ 一般 

  試料の採取は、原則として土質に適応する次の基準に準拠して行うものとする。

(1) 軟らかい粘性土及び砂質土については、JGS 1221（固定ピストン式シンウォールサンプラー

による土試料の採取方法） 

(2) 硬さが中位から硬い範囲の粘性土については、JGS 1222（ロータリー式二重管サンプラーに

よる土試料の採取方法） 

(3) 硬さが中位以上の粘性土又は締りの程度が中位以上の砂質土については、JGS 1223（ロータ

リー式三重管サンプラーによる土試料の採取方法） 

３．３．２ 試料の取扱い 

  受注者は、採取した試料に振動、衝撃、極端な温度変化及び含水比の変化を与えないように運搬

や保管の際には十分に注意するものとする。 

３．４ サウンディング 

３．４．１ 一  般 

 受注者は、土質の状態により貫入深度を変更して行う必要が生じたとき又は貫入困難な場合が生

じたときは、作業を中断し、監督職員の指示を受けなければならない。
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３．４．２ 標準貫入試験 

 １ 標準貫入試験は、地盤の硬軟、締まり具合の判定、及び土層構成を把握するための資料の採取

を目的とし、試験方法及び器具は、JIS A 1219（標準貫入試験方法）に準拠して行うものとする。

 ２ 試験の開始深度は、設計図書によるものとし、本試験は、原則として 1m ごとに実施するもの

とする。ただし、サンプリングする深度、本試験が影響すると考えられる原位置試験深度はこの

限りではない。

 ３ 受注者は、打込み完了後ロッドを 1 回転以上してからサンプラーを静かに引き上げなければ

ならない。

 ４ 受注者は、サンプラーの内容物について、スライムの有無を確認して採取長さを測定し、土質・

色調・状態・混入物等を記録した後、保存しなければならない。

３．４．３ スウェーデン式サウンディング試験 

 １ スウェーデン式サウンディング試験は、原位置における土の硬軟、締まり具合及び土層の構成

を判定するための静的貫入抵抗を求めることを目的とし、試験方法及び器具は、JIS A 1221（ス

ウェーデン式サウンディング試験方法）に準拠して行うものとする。

 ２ 試験中、スクリューポイントの抵抗、貫入状況、貫入中の摩擦音やその深度を可能な限り記録

するものとする。

 ３ 試験中、目的の深度に達する前までに礫などにあたり試験が不可能になった場合又は調査予定

深度を超えても所定の貫入抵抗値が得られない場合は監督職員と協議しなければならない。

 ４ 試験終了後、地下水が認められた場合は、可能な限り水位を測定し記録するものとする。

３．４．４ 機械式コーン貫入試験 

 １ この試験は、原位置における土の硬軟、地盤構成、土の種類及び地盤定数を推定するためのコ

ーン貫入抵抗等を求めることを目的とし、試験方法及び器具は、JIS A 1220（機械式コーン貫入

試験方法）に準拠して行うものとする。

 ２ 試験中、目的の深度に達する前までに礫などにあたり試験が不可能になった場合は監督職員と

協議しなければならない。

３．４．５ ポータブルコーン貫入試験 

 １ ポータブルコーン貫入試験は、粘性土や腐植土などの軟弱地盤において地盤の土層構成などを

知るためのコーン貫入抵抗を求めることを目的とし、試験方法及び器具は、JGS 1431(ポータブ

ルコーン貫入試験方法）に準拠して行うものとする。 

 ２ 予定深度に達しない場合で試験が不可能となった場合は、位置を変えて再度試験を行うものと

する。
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３．５ 原位置試験 

３．５．１ ベーンせん断試験 

１ 受注者は、この試験の位置について、監督職員の指示を受けなければならない。 

２ 試験方法は、JGS 1411（原位置ベーンせん断試験方法）に準拠して行うものとする。 

３．５．２ 孔内載荷試験 

試験方法は、JGS 1531（地盤の指標値を求めるためのプレッシャーメータ試験方法）または JGS 

3532（ボアホールジャッキ試験方法）に準拠して行うものとする。 

３．５．３ 現場透水試験 

 試験方法は、JGS 1314（単孔を利用した透水試験方法）に準拠して行うものとする。 

３．５．４ 地下水位及び間隙水圧測定 

  本測定は、ボーリング孔を利用して地下水位及び間隙水圧は次の基準に準拠して測定するものと

する。 

 (1) JGS 1311（ボーリング孔を利用した砂質・礫質地盤の地下水位測定方法） 

 (2) JGS 1313（ボーリング孔内に設置した電気式間隙水圧計による間隙水圧の測定方法） 

３．５．５ 道路の平板載荷試験等 

  平板載荷試験等は、次の基準に準拠して行うものとする。

 (1)道路の路床、路盤などの地盤反力係数を求める場合には、JIS A 1215（道路の平板戴荷試験

方法）に準拠して行うものとする。 

 (2)地盤の支持特性や変形性能を求める場合には、JGS 1521（平板戴荷試験方法）に準拠して行

うものとする。 

３．５．６ 地盤の常時微動測定

 １ 受注者は、この測定の計測システム及び解析装置の選定に当たり、監督職員の承諾を得なけれ

ばならない。

 ２ この測定は、次により行うものとする。

  (1) 測定は、交通機関、工場等人工的な振動源の直接的な影響が少ない時間帯を選定して行う。 

  (2) 測定記録は、測定位置及び深度ごとに整理し、調査報告書に記載する。

 ３ 受注者は、解析に当たって記録の補正等を行ったときは、調査報告書に明記しなければならな

い。

 ４ 測定結果は、次の項目について整理し、調査報告書に記載するものとする。 

  (1) 測定位置、深さ及び日時

  (2) 測定方法
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  (3) 測定及び解析計器類の構成及び性能

  (4) 解析方法（計算方法を含む。）及び結果

  (5) 各測定位置における波状記録

  (6) 卓越周期、増幅特性等の考察

  (7) その他監督職員の指示する事項

３．５．７ 地盤の弾性波速度測定 

 この測定は、原則として JGS 1122(地盤の弾性波速度検層方法)に準拠して行うものとする。 

３．５．８ 現場密度試験 

  この試験方法及び器具は、JIS A 1214（砂置換法による土の密度試験方法）に準拠して行い、試

験結果について整理し、調査報告書に記載しなければならない。 
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３．６ 室内土質試験 

３．６．１ 一  般 

１ 受注者は、土質試験を行うまで試料を採取時点の状態を保つように十分注意しなければならな

い。 

 ２ 室内土質試験項目、試験数等については、次表によるものとする。 

試験項目 試験方法 
１試料 
当たりの 
試験数 

備考 

土粒子の密度試験 
土の含水比試験 
土の粒度試験 
（粘性土） 
土の粒度試験 
（砂質土） 
土の液性限界・塑性限界試験 

土の収縮定数試験 

土の湿潤密度試験 

土の透水試験 
（定水位） 
土の透水試験 
（変水位） 
突固めによる土の締固め試験 
（乾燥法） 
突固めによる土の締固め試験 
（湿潤法） 
ＣＢＲ試験 

土の一軸圧縮試験 
土の段階載荷による圧密試験 
土の圧密定体積一面セン断試験 

土の圧密定圧一面セン断試験 

土の非圧密非排水(UU)三軸圧縮試
験 
土の圧密非排水(CU)三軸圧縮試験 
土の圧密非排水( )三軸圧縮試験 
土の圧密排水(CD)三軸圧縮試験 

土の繰返し非排水三軸試験方法

地盤材料の変形特性を求めるた
めの繰返し三軸試験方法

土の変形特性を求めるための中
空円筒供試体による繰返しねじ
りせん断試験方法 

JIS A 1202 
JIS A 1203 
JIS A 1204 

    〃 

JIS A 1205 

JIS A 1209 

JIS A 1225 

JIS A 1218 

 〃 

JIS A 1210 

  〃 

JIS A 1211 

JIS A 1216 
JIS A 1217 
JGS 0560  

JGS 0561  

JGS 0521 

JGS 0522 
JGS 0523 
JGS 0524 

JGS 0541 

JGS 0542 

JGS 0543 

３個 
３〃 
１〃 

１〃 

６点 
３個 
１〃 

３〃 

１〃 

１〃 

6～8点 

6～8点 

３個 
９個 
2供試体 
1 〃 
３ 〃 

３ 〃 

３ 〃 

３ 〃 
３ 〃 
３ 〃 

３ 〃 

１ 〃 

１ 〃 

ふるい分析及び沈降分析 

ふるい分析 

設計ＣＢＲ 
修正ＣＢＲ 

試験方法及び供試体の寸法は、監督職
員の承諾を得る 

〃 

〃 

〃 
〃 
〃 

第 3項による。 

第 4項による。（土、軟岩） 

第 4項による。（粘性土、砂質土） 
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 ３ 砂質土の液状化試験は、地震時等の繰返し荷重を受けたときの液状化強度特性を求めることを

目的とし、試験方法及び器具は、JGS 0541（土の繰返し非排水三軸試験方法）に準拠して行うも

のとする。 

 ４ 変形特性試験は、地震応答計算の基礎資料として必要となる地盤材料の変形特性を求めること

を目的として行う。土及び軟岩における変形特性（等価ヤング率及び履歴減衰率）を求める場合

の試験方法及び器具は JGS 0542（地盤材料の変形特性を求めるための繰返し三軸試験方法）に、

粘性土及び砂質土における変形特性（等価せん断剛性率及び履歴減衰率）を求める場合の試験方

法及び器具は JGS 0543（土の変形特性を求めるための中空円筒供試体による繰返しねじりせん

断試験方法）に準拠して行うものとする。 

３．７ 調査結果の整理 

 １ 調査報告書の記載事項は、次による。 

 （１）調査概要 

 （２）調査総括（調査数量表、総合検討、報告文等） 

 （３）調査位置案内図（縮尺 1/2,500～1/25,000 程度の平面図で調査区間を赤色で示す。） 

 （４）調査地点位置図（縮尺 1/250～1/2,500 程度の平面図） 

 （５）調査等の方法（試錐、原位置試験等の方法及び装置） 

 （６）調査等の結果 (土質柱状図及び原位置試験結果) 

 （７）室内土質試験の結果 (地盤工学会制定様式による。) 

 ２ 地質想定縦断面図の作成は、次による。 

（１） 縮尺は、縦 1/200～1/500 及び横 1/250～1/2,500 を標準とする。 

（２） 沖積層と洪積層との境界を明示する。 

 ３ 地質標本の作成は、次による。 

（１）試料は、ふた付きビンに詰めるとともに、密栓して標本箱に納め提出する。この場合におい

て、標本箱に土質柱状図を同封し、試料標本と対照で きるようにしておかなければならない。 

（２）標本箱及び容器については、それぞれ次のラベルを貼付し、標本ラベルは、箱の上面及び両

側面に貼付しなければならない。 

標本ラベル 

路    線    名 

調  査  件  名 

調  査  位  置 

ボーリング位置 

深     度 

調 査 年 月 日 

受  注  者  名 

容器ラベル 

調  査  件  名 

調  査  位  置 

ボーリング番号 

深     度 

土     質 

Ｎ     値 

受  注  者  名 
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３．８ 成果品 

  納品する成果品は、次に示すものとする。 

 （１）調査報告書 

 （２）地質想定縦断面図 

 （３）地質標本＊ 

 （４）写真帳（コア写真及び現場写真） 

＊地質標本の取り扱いについては、監督職員と協議すること。 
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４．１ 一般事項

４．１．１ 一 般 

１ この章は、一般道路、高速道路の交通量調査及び交通現象調査（以下、交通調査）に

適用する。 

 ２ この章で対象とする交通調査は、下図のとおり分類される。 

一般道路の

交通量調査 

交差点・単路の

交通量調査 

関 連 調 査 
信号現示

調  査 

一般道路の

交通現象調査 
旅行速度調査 道路状況調査 

交

通

調

査 

地点速度調査 
その他の

調  査 

渋滞長調査 

高速道路の

交通量調査及び 

交通現象調査 

交通量調査 

旅行速度調査 

地点速度調査 

交通特性調査 
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４．１．２ 準  備 

  １ 受注者は、設計図書の定めるところにより交通調査の着手前に、観測対象地点を踏

査し、観測員が安全に観測することができるとともに第三者に支障を与えない場所を

選定しなければならない。 

  ２ 受注者は、観測日時、場所について、事前に監督職員と打合せを行わなければなら

ない。 

  ３ 受注者は、調査の実施に先立って、必要な協議・許可申請を行わなければならない。 

４．１．３ 観 測 

 １ 管理技術者若しくは現場作業責任者は、人員の配置、観測場所、作業内容等につい

て、観測員に対して説明及び確認を行い、作業中間違いのないように指導しなければ

ならない。 

  ２ 受注者は、観測を正確に行い、交代を必要とするときであっても、観測漏れのない

よう交代者に引き継がなければならない。 

  ３ 受注者は、調査業務の実施中に事故の発生、降雨等のため、正常な交通と考えられ

ない場合が生じたときは、速やかに事後の措置について、監督職員と協議しなければ

ならない。 

  ４ 受注者は、観測にあたり通行人及び車両の通行に支障がないように、かつ、沿道住

人に迷惑のかからないように行わなければならない。
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４．１．４ 車種分類 

  車種分類は、設計図書に定めのある場合を除き次表によるものとする。 

種  別 内  容 

（ﾌﾟﾚｰﾄ番号等） 

 備  考 

ﾌﾟﾚｰﾄ

寸法 

乗

用

車

類

軽乗用車 50～59（黄と黒）、 

3S，8S

中型 

小型 

乗用車 

小型乗用車 5、50～59 及び 500～599 

7、70～79 及び 700 等 

（三輪、ﾗｲﾄﾊﾞﾝ、ﾊﾞﾝ等を含む） 

中型 ハイヤー・ 

タクシー含む 

普通乗用車 3、30～39 及び 300～399 中型 ハイヤー・ 

タクシー含む 

バス 2、20～29 及び 200～299 中型 マイクロバス 

大型 

貨

物

車

類

軽貨物車 40～49（黄と黒）、 

3S，6S

中型 

小型 

小型貨物車 4、40～49 及び 400～499 

6、60～69 及び 600～699 

（三輪を含む） 

中型 

貨客車 4 及び 40～49（ﾗｲﾄﾊﾞﾝ、ﾊﾞﾝ等） 中型 

普通貨物車 1、10～19 及び 100～199 中型 
ﾄﾚｰﾗｰ 2 軸ﾍｯﾄﾞ 

大型 
ﾄﾚｰﾗｰ 3 軸ﾍｯﾄﾞ 

特殊（種）車 8、80～89 及び 800～899 中型 

8、80～89 及び 800～899、 

9、90～99 及び 900～999、 

0、00～09 及び 000～099 

大型 

そ

の

他

動力付き二輪車類 自動二輪車、原動機付自転車  

自転車類 

歩行者類 

隊列、葬列を除く。 

車いす、小児用の車除く。 

注）１．現状把握のための交通量調査と環境調査のための交通量調査とでは、観測車種区分が異なる

ので十分注意すること。ただし、特段の制約がない限り、後に環境調査に使用できるような

車種分類で調査を行うことが望ましい。 

  ２. プレート番号の右肩のＳの添字は、小型プレートを意味する。 

  ３. 荷物車、故障車等をけん引している場合は、けん引車だけを調査の対象とし、被けん引車は

数えない。 

  ４. 外交官用車両（外交団用、領事館用、代表部用）、在日米軍用車両、自衛隊用車両、臨時運

行車両、回送運転車両等独自の番号を付けているものは、それぞれの形態、使用目的に応じ

て車種を想定し、上記の自動車類のなかに含めて観測するものとする。 

５. 貨客車の車種区分は、小型貨物車のうちライトバン、ピックアップバン等の型式で座席が

２列以上あるものとする。また、同種のボディ－であるが乗用車と貨客車に区分される車両

があるので注意し、識別はナンバーで行うものとする。（５ナンバー：乗用車、４ナンバー： 

貨客車）  
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４．２ 一般道路の交通量調査

４．２．１ 一  般 

    この調査は、一般道路の交通量調査を行う場合に適用する。 

４．２．２ 観測方法 

    受注者は、観測方法について、次により行わなければならない。 

 （１）観測地点は、歩道、歩道橋上等観測に適した場所を選定する。 

 （２）原則として、観測は車種別に数取器を用いて実施し、15 分ごとに記録する。 

４．２．３ 集計及び解析

  交通の方向別に交通量、直進右左折率、車種比率、時間変動等、設計図書に示す項目

ごとに集計及び解析を行い、図表等を作成する。

４．２．４ 信号現示調査

  この調査は、信号の現示、周期(サイクル)及びスプリットを計測し、記録するとともに、

信号機の制御方式についても調査するものとする。 

４．２．５ 道路状況調査

  この調査は、原則として、次の項目について行うものとする。

 （１）道路横断構成(車道、歩道、中央分離帯等の幅員) 
 （２）道路標識、区画線、信号機等による交通制御の位置及び内容

 （３）路面の種類（コンクリート舗装、排水性舗装等）

 （４）路線バスの経路、頻度等

 （５）道路工事等による状況の変化

４．３ 一般道路の交通現象調査

４．３．１ 一 般 

この調査は、次の調査を行う場合に適用する。 

 （１）旅行速度調査 

 （２）地点速度調査 

 （３）渋滞長調査 

４．３．２ 旅行速度調査 

 １ この調査は、原則として試験車を使用して行うものとする。計画走行ルートの試走

を行い、道路状況、信号機等を調査し、ルートを確認する。 



第 4章 交通調査編 

 4–6  

 ２ 受注者は、走行ルートごとに適切なチェックポイントを監督職員の承諾を得て設定

し、原則として、次の項目について調査を行わなければならない。 

 （１）距 離 

 （２）走行時間、徐行時間、停止時間等 

 （３）停止理由 

 （４）車線数、信号機及び事故・故障車等の状況 

 ３ 走行方法は、原則として平均法（運転者の判断により試験車と同車種の平均速度に

近いと思われる速度で走る方法）で行う。ただし、著しく交通量が少ないときは、フ

ローティング法（試験車が他車を追越した回数と他車に追越された回数とが同じにな

るように走る方法）による。 

 ４ 調査の結果からチェックポイント間の距離、時間等を集計し、次の図表を作成する。 

 （１）時間－距離図 

 （２）路線別走行速度図 

 （３）その他監督職員の指示する図 

４．３．３ 地点速度調査 

 １ この調査は、観測区間を設定して行うものとする。 

 ２ 観測区間距離は、50ｍを標準とし、その設定にあたっては、観測地点を踏査し、地

点概況を調査する。 

 ３ 観測は、監督職員の指示に基づき、直接観測又は間接観測により行う。 

 （１）直接観測 

    車両が観測区間を通過するのに要する時間をストップウォッチ等により計測する。

なお、車両の抽出率は、走行車両の 10%を標準とする。 

 （２）間接観測 

    ビデオカメラでの撮影等で得た観測区間を通過する車両のデータから速度を読み

取る。 

 ４ 観測結果を速度に換算し、速度分布、累積速度分布、平均値及び１５、５０、８５

パーセンタイル値を求める。 

４．３．４ 渋滞長調査 

  この調査は、次により行うものとする。 

 （１）この調査（待ち行列を含む。）は、監督職員の指示に基づき、原則として信号１サ

イクルごと又は 15 分間の最大及び最小長(又は平均的延長)または通過時間等につい

て観測する。この場合において、ある交差点の渋滞が他のいくつかの交差点にも影

響を与えるようなときにおける渋滞長（ ）は、次図のとおりとする。 
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 （２）交通の方向別に滞留長、渋滞長、通過時間、渋滞原因等、設計図書に示す項目ご

とに集計及び解析を行い、図表等を作成する。 

４．４ 高速道路の交通量調査及び交通現象調査 

４．４．１ 一 般 

  高速道路での以下の調査を行う場合は、４．２及び４．３を参考に、目的や場所に応

じて調査方法や調査項目を決定するものとする。 

 （１）交通量調査 

 （２）旅行速度調査 

 （３）地点速度調査 

 （４）交通特性調査 

４．５ 成果品 

  電子納品する成果品の内容は、次に示すものとする。 

（１）調査報告書

（２）調査報告書概要版

（３）写真帳
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５．１ 適 用 範 囲

この章は、線形設計に適用する。 

５．２ 線形設計方針

受注者は、業務の着手にあたり、設計図書を基に設計条件を設定し、線形設計方針に

ついて、監督職員と協議しなければならない。また、受注者は、設計図書に示されてい

ない設計条件を設定する必要がある場合は、事前に設計図書に関して、監督職員と協議

しなければならない。 

５．３ 業務の実施 

１ 受注者は、線形設計及び図面作成の作業手順については､別添（＜参考資料＞線形設

計に係わる設計計算要領及び図面作成要領）の他、必要に応じ監督職員が貸与する関

係資料によるものとする。 

２ 受注者は、設計図書に示された以外の解析方法等を用いる場合に、使用する理論、

公式等については、その理由を付して監督職員の承諾を得なければならない。 

５．４ 実施計画書

受注者は、第１章「総則」１．２．２に規定する実施計画書の作成に当たり、事前に

追記事項について監督職員と打合せなければならない。 

５．５ 成 果 品

  電子納品する成果品の内容は、次に示すものとする。 

（１）線形設計概要書 

線形の概要を把握できるものであって、次に掲げる内容を有するもの 

ア 線形設計概要 

ａ 線形設計区間及び延長 

ｂ ジャンクション及び出入口の名称並びに接続位置及び接続道路名称 

ｃ 道路区分、設計速度、車線幅員及び車線数 

ｄ 幅員構成 

イ 線形設計条件 

    ウ 平面線形概要図、縦断線形概要図 

    エ 座標及び線形要素一覧表 

    オ 打合せ議事録 

 （２）図面 

高速道路の線形及び横断構成その他について十分理解が得られる正確さを有する

もので、次に掲げるものを基本とする。 
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  ア 平面線形図 1／500（中心市街地部については 1／250 又は 1／300） 

  イ  縦断図 横 1／500  縦 1／200 

  ウ 附属施設配置図 1／300 又は 1／500 

  エ 街路計画図 1／300 又は 1／500 

  オ 横断図 1／200（特別な場合 1／100） 

  カ 透視図 A3 版 

キ 1/1000 縮小図 平面線形図、縦断図、附属施設図、街路計画図について縮

尺が 1／1000 になるように縮小したもの 

 （３）平面及び縦断線形計算書（電子計算機によるｱｳﾄﾌﾟｯﾄを含む） 
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６．１ 一般事項

６．１．１ 一  般  

   この章は、路線計画に適用する。  

６．１．２ 適用すべき諸基準

受注者は、設計図書において特に定めのない事項については、下記の基準類によらな

ければない。 

首都高速道路(株)   首都高速道路幾何構造設計要領 

首都高速道路(株)   首都高速道路付属施設設置基準等 

首都高速道路(株)   首都高速道路交通管制施設設置基準 

首都高速道路(株)   標識設置基準 

日本道路協会     道路構造令の解説と運用 
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６．１．３ 路線計画の流れ

  この調査は、次図により予備調査を実施し、これにより得た資料を用いて実際に計画

の可能性のある数本の代替ルートを設定して、具体的に第一次路線計画及び第二次路線

計画を実施し、ルート案ごとに検討及び評価を加え、都市計画決定のためのルートを選

定して都市計画決定に必要な図面等を作成することを目的とする。

本路線の必要性

路線計画の作業範囲設定

ルートの選定（５～６案）

予　　備　　調　　査

第一次路線計画（縮尺1/2,500）

関係機関との協議

ルートの選定（２～３案）

第二次路線計画
（縮尺1/1,000～1/500）

関係機関との協議

ルートの選定（１～２案）

関係
機関等の
合意

軽微な
変更による
対応が
可能か

予備調査
の範囲内か

　　第三次路線計画
　　都市計画決定資料作成（縮尺1/1,000～1/500）

都市計画審議会

都市計画決定

NO

YES

YES

NO

YES

NO

詳細線形設計
（縮尺1/500～1/250）

構造物詳細設計

施　　　　　　工

環境影響評価に
関する検討及び
評価書の作成
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６．２ 予備調査

６．２．１ 一  般 

 １ この調査は、路線計画の基礎資料を得るため、調査対象地域内の現状及び将来計画

を調査することを目的とする。 

 ２ この調査は、次の項目について実施する。 

  (1) 人口調査 

  (2) 土地建物調査 

  (3) 交通量調査 

  (4) 都市計画関連調査 

  (5) 都市施設調査  

  (6) 公共物件等調査 

  (7) 地域・地区制等調査 

  (8) 航路調査 

  (9) 予備調査によるルート検討  

６．２．２ 人口調査 

  この調査は、調査対象地域内における人口、人口密度、世帯数、産業分類別就業人口

等について行う。 

６．２．３ 土地建物調査

  この調査は、調査対象地域内における建物(木造、非木造、集合住宅、団地等)の現況

について、市販の住宅地図帳等により行う。  

６．２．４ 交通量調査

  この調査は、調査対象地域内の関連する主要道路及び主要交差点の時間別、方向別並

びに車種別の交通量について、全国道路交通情勢調査(国土交通省)、交通量統計表(警視

庁)等の関係機関の既存資料により実施する。 

６．２．５ 都市計画関連調査 

  この調査は、調査対象地域内における土地区画整理事業、住宅街区整備事業、市街地

再開発事業等の現状及び将来計画について行う。 

６．２．６ 都市施設調査 

  この調査は、調査対象地域内における次の各施設等の現状及び将来計画について行う。 

  (1) 道路、鉄道(JR、私鉄、地下鉄等)、空港、駐車場、自転車ターミナルその他の交

通施設 

  (2) 電信電話施設、電気供給施設、ガス供給施設、上下水道、汚物処理場、ゴミ焼却

場その他の供給施設又は処理施設

  (3) 河川、運河その他の水路
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６．２．７ 公共物件等調査

  この調査は、調査対象地域内における次の各施設等の現状及び将来計画について行う。

(1) 公園、緑地、広場、墓園、その他の公共空地 

(2) 学校、図書館、研究施設その他の教育文化施設 

  (3) 病院、保育所その他の医療施設又は社会福祉施設 

  (4) 市場又は火葬場 

  (5) １団地の住宅施設及び官公庁施設 

  (6) 流通業務団地 

  (7) 神社、仏閣等 

  (8) 文化財及びこれに類するもの 

６．２．８ 地域・地区制等調査

  この調査は、調査対象地域内の次の事項について実施する。 

  (1) 用途地域、防火地域、高度地区、風致地区、美観地区、緑地保全地 

  (2) 防災計画(危険度図、防災拠点図、焼けどまり図、震災避難地図等) 

６．２．９ 航路調査 

  この調査は、調査対象地域内における河川、運河等又は空港に係る次の事項について、

関係機関の既存資料により実施する。 

  (1) 船舶及び舟航 

    河川及び運河の航路制限、船種、マスト高、船幅、月間航行数、航跡等 

  (2) 空港の高度制限 

    空港に離着陸する飛行機の進入、転移、水平各表面等 

６．２．１０ ルート検討 

 １ 予備調査によるルート検討は、予備調査の結果から可能性のある数ルートについて、

概略構造形式及び出入り路位置を考慮しつつ実施する。この場合において、図面の縮

尺は、原則として 1/2,500 ～1/10,000 とする。ルート表示は、フリーハンドで行う。 

 ２ 選定されたルートについては、以下の項目を比較した表を作成する。   

  (1) 公共用地の利用 

  (2) 他の都市計画、都市施設の計画、事業、スケジュールとの競合 

  (3) 土地利用、建物用途、構造との関連 

  (4) 出入口設置の可能性 

  (5) その他 

６．２．１１ 成果品 

  電子納品する成果品の内容は、次に示すものとする。 

  (1) 調査報告書 

  (2) 図面 
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６．３ 第一次路線計画 

６．３．１ 一  般 

  この計画は、予備調査で得た資料及びその他必要な資料を収集し、これらを基に計画

された数案のルートについて、縮尺 1/2,500 の図面を用い、線形設計、構造物計画等を

行い、各々のルートを比較検討及び評価することを目的とする。 

６．３．２ 現場踏査 

  第一次路線計画にあたっては、あらかじめ現場踏査を実施し、前節の予備調査により

得た資料の現場照査を実施するとともに、路線計画を行う上で必要な現地の状況を的確

に把握し、適宜写真撮影するものとする。 

６．３．３ 線形設計 

 １ この設計は、高速道路の平面線形図、縦断線形図及び横断図を次により作成する。 

 ２ 平面設計 

  (1)線形要素は、ラウンド値を使用し、距離はｍ、角度は度まで読み取るものとする。 

  (2)側線は、道路中心線として、分離する場合も同一線を用いるものとする。 

  (3)平面線形は、高速道路の中心線において測点を 100m ごとに設けることとして設計

する。 

  (4)関連街路、付属街路、環境施設帯等があるときは、これらの線形も記入する。 

 ３ 縦断設計 

  (1) コントロールポイント及びチェックポイント・クリアランスを明確にする。 

  (2) 縦断線形の計画高は、100m の測点及び勾配の変化する地点で計算する。 

  (3) 縦断図の縮尺は、横：1/2,500、縦：1/250～1/600 を標準として、図には、主要交

差点、鉄道・河川等の名称を記入するとともに、高速道路の構造形式を記入する。 

  (4) 土質柱状図も併記する。 

 ４ 横断設計 

  (1) 横断図は、500m ごとに１断面作成することを標準とするが幅員構成の変化する箇

所、構造型式、出入口等ごとについては、必要に応じて作成し、その縮尺は 1/200

を標準とする。 

  (2) トンネル等については、道路標識等の余裕、換気ダクト等の付属施設について十

分留意して設計する。 

６．３．４ 構造物計画 

  この計画は、高速道路が既設の橋梁、河川等の複雑に関連する箇所の概略構造形式（高

架、半地下等）及びスパン割について行い、トンネル等については、換気所、換気ダク

ト、防災施設等も考慮して計画する。 
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６．３．５ 概略建設費積算 

  この積算は、高速道路の代替ルートごとに構造形式別に行い、使用した資料等の根拠

を明確にしておかなければならない。 

６．３．６ 土地建物調査 

  この調査は、高速道路、関連街路及び付属街路（環境施設帯等を含む。）の計画による

事業用地部の面積及び高速道路端（高速道路が街路の中にある場合は、街路端）から 100

ｍ内の建物状況について、市販の住宅地図帳等により実施する。 

６．３．７ 地質調査 

  この調査は、高速道路の計画を行うときの基礎資料とするため、市販の地盤図及び既

存の資料により地層図及び柱状図を作成する。 

６．３．８ 支障物件調査 

  この調査は、高速道路の計画に支障となる鉄道 (JR、私鉄、地下鉄等)、河川堤防、

橋梁、高圧線等の地上物件、その他の物件の現状及び将来計画について、平面図、縦断

図、横断図等の資料を収集し整理する。 

６．３．９ 地下埋設物調査 

  この調査は、主要幹線である上下水道、電信電話線、都市ガス、電力線等の現状及び

将来計画の資料を収集し、整理する。 

６．３．１０ ルート検討 

  第一路線計画ルートは、各ルートについて周辺地域の環境、土地利用等に及ぼす影響、

利用者の快適性及び安全性、事業実施の面等から考察を加え、それぞれのルートの比較

検討を実施する。 

６．３．１１ 成果品 

  電子納品する成果品の内容は、次に示すものとする。 

  (1)調査報告書 

  (2)図面 

   ｱ平面図 （縮尺（標準） 1/2,500） 

   ｲ縦断図 （縮尺（標準） 横 1/2,500、縦 1/250～1/600） 

   ｳ横断図 （縮尺（標準） 1/200） 

  (3)写真帳 
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６．４ 第二次路線計画 

６．４．１ 一  般 

  この計画は、第一次路線計画によって選定した数案のルートの内から有力な数案のル

ートについて、縮尺 1/1,000～1/500 の図面を用い、線形設計、横断設計、構造物計画等

を行い、各々のルートを比較検討及び評価することを目的とする。 

６．４．２ 現場踏査 

  第二次路線計画にあたっては、あらかじめ現場踏査を実施し、前節の予備調査により

得た資料の現地照合を実施するとともに、路線計画を行う上で必要な現地の状況を的確

に把握し、適宜写真撮影する。 

６．４．３ 線形設計 

 １ この設計は、高速道路の平面線形図、縦断線形図及び横断図を次により作成する。 

 ２ 平面線形設計 

  (1) 平面線形計算は、主測線を基本とし、測点２０ｍごとに行うものとする。ただし、

上下線一体構造の場合は道路中心線を主測線とみなしても良いこととする。なお、

ジャンクション等分合流部やセットバックのある場所等で、特に線形条件が問題と

なる場合は、それらを考慮した測線について計算を行わなければならない。 

  (2) 計算にあたっては、法線の角度距離等は図上で読み取るものとし、その読み取り

精度は、角度 1/2 以下、距離 0.5m までとする。 

  (3) 座標計算は原則として行わないものとするが､コントロールポイントは明記する

ものとする。 

  (4) 平面線形設計計算書には次の事項を明記するものとする。 

   ｱ 道路規格及び設計速度 

   ｲ 線形設計に使用した基準 

   ｳ 設計条件及び設計上考慮した事項 

   ｴ 平面線形要素一覧表 

   ｵ 平面線形概要図 

   ｶ 縦断線形概要図 

   ｷ 標準横断構成 

  (5) 平面図は、(1)により得た結果を縮尺 1/1,000（標準）で作図するもので、以下の

事項を明示する。 

   ｱ 高速道路及び出入口の外縁線 

   ｲ 官民境界 

   ｳ 平面設計要素及び主要点、測点 

   ｴ 縦断線形の主要点 

   ｵ 平面街路計画 

   ｶ 橋脚位置及びフーチング位置 

  (6) 関連街路、付属施設、環境施設帯等があるときは、これらの線形も記入する。 
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 ３ 縦断線形設計 

  (1) 縦断設計の計画高は、２０ｍごとの測点及び勾配の変化する地点で計画する。 

   ｱ 勾配表示は、小数２桁（0.00%）までとする。 

   ｲ 縦断曲線、半径、長さ 

   ｳ 測点ごとの計画高等を決める。 

  (2) 縦断図は、横：1/1,000、縦：1/200 を標準として作図し、次の事項を明記するも

のとする。 

   ｱ 高速道路及び出入口の基本縦断線 

   ｲ 縦断線形要素及び計画高 

   ｳ 在来地盤線、計画地盤線及びその高さ 

   ｴ 測点番号、単距離及び追加距離 

   ｵ 平面線形及び片勾配、コントロールポイント等 

 ４ 横断設計 

  (1)横断図は、200m ごとに１断面作成することを標準とするが、幅員構成 の変化する

箇所、構造型式、出入口等ごとについては、必要に応じて作成し、その縮尺は 1/200

を標準とする。 

  (2) 横断図は、平面図及び縦断図の余白に記入するものとして、以下の構造物の主要

寸法を明記するものとする。 

   ｱ 高速道路 

    高速道路構造物の形状及び主要寸法については、構造物計画に成果を用いて記入

する。トンネル等については、道路標識等の余裕、換気ダクト等の付属施設につい

て十分留意して設計する。 

   ｲ 街路 

    街路は主として計画道路を対象に、幅員構成及び立体交差橋、横断歩道橋等の構

造物、路面計画高、建築限界等を明示する。 

   ｳ 河川 

    河川は主として、計画河川を対象にその幅員及び護岸、水門等の構造物、河床、

H.W.L、L.W.L 等を明示する。 

   ｴ その他 

    必要に応じて官民境界付近の家屋、地下鉄、地下埋設物、鉄道架橋及び水道橋等

を明示する。 

６．４．４ 構造物計画 

  この計画は、６．３．４の規定を適用する。 

６．４．５ 付帯工計画 

  この計画は、高速道路の路線計画に伴う付帯道路、付替水路等の代替施設の計画を行

う。 
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６．４．６ 標準横断図作成 

  標準横断図は、当該計画路線の代表的な断面を選定して作成し、その縮尺は、1/50 を

標準とする。 

６．４．７ 概略建設費積算 

  この積算は、６．３．５の規定を適用する。 

６．４．８ 土地建物調査 

  この調査は、高速道路、関連街路及び付属街路(環境施設帯を含む。)計画による、事

業用地部の面積及び事業用地の端から両側各々２０m内の建物状況について実施する。 

６．４．９ 地質調査 

  この調査は、６．３．７の規定を適用し、関係機関の地質資料も参考にする。 

６．４．１０ 支障物件調査 

  この調査は、６．３．８の規定を適用する。 

６．４．１１ 地下埋設物調査 

  この調査は、６．３．９の規定を適用する。 

６．４．１２ 透視図完成 

  透視図は、当該計画路線の完成状態を想定して作成する。 

６．４．１３ 出入口付近における交通処理計画 

  当該ルートの出入口が、街路と接続する地域（近辺の交差点も含めて）について、交

通処理計画及び交通処理計画図を作成するものである。交通処理図は縮尺 1/500 を標準

として、分離帯及び車線数や主要な路面標示等を記入すること。 

６．４．１４ ルート検討 

  第二次路線計画ルートは、各ルートについて周辺地域の環境、土地利用等に及ぼす影

響、利用者の快適性及び安全性、事業実施の面から考察を加え、それぞれのルートの比

較検討を実施する。 

６．４．１５ ルート選定 

  第二次路線計画のルート選定は、比較検討された有力な代替ルート２～３案の中から

都市計画決定路線案となる有力な 1本のルートを選択する作業である。 
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６．４．１６ 成果品 

  電子納品する成果品の内容は、次に示すものとする。 

  (1)調査報告書 

  (2)図面 

   ｱ 平面図 （縮尺（標準） 1/1,000） 

   ｲ 縦断図 （縮尺（標準） 横 1/1,000、縦 1/200） 

   ｳ 横断図 （縮尺（標準） 1/200）  

(3)写真帳 

６．５ 都市計画決定用資料作成 

６．５．１ 一  般 

  この業務は、監督職員が指定したルートについて、都市計画決定に必要な図面等を作

成するものである。 

６．５．２ 成果品 

電子納品する成果品の内容は、次に示すものとする。 

  (1) 都市計画決定用路線原案図（縮尺 1/2,500）     

  (2) 参考図（路線計画図）              

   ｱ 平面図 （縮尺（標準） 1/1,000） 

   ｲ 縦断図 （縮尺（標準） 横 1/1,000、縦 1/200～1/400） 

   ｳ 横断図 （縮尺（標準） 1/200） 

  (3) 標準横断図（縮尺 1/50） 

  (4) 透視図（パース） 
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７．１ 一般事項

７．１．１ 一 般

 １ この章は、大気質、騒音、振動の実測調査及び予測に適用する。 

 ２ 設計図書において特に定めのない事項については、最新の「道路環境影響評価の技

術手法」（国土交通省国土技術政策総合研究所、独立行政法人土木研究所）（以下「技

術手法」という。）、関係法令及び条例によるものとする。 

 ３ 上記１、２に定めのない電波障害等については、各地方公共団体の環境影響評価技

術指針等によるほか監督職員の指示によるものとする。 

７．１．２ 環境計量

 １ 環境実測調査は、計量法の規定に基づく環境計量士の管理の下に行わなければなら

ない。 

 ２ 受注者は、環境実測調査における計量の結果について、必要に応じて計量証明書に

より証明しなければならない。計量証明書の提出については、監督職員の指示による。 

７．２ 大気質

７．２．１ 一 般 

  この節は、大気質に係る調査及び予測に適用する。

７．２．２ 予備調査 

 １ 受注者は、設計図書の定めるところにより現地測定調査等の着手前に、調査箇所を

踏査し、調査員が安全に調査することができるとともに第三者に支障を与えない場所

を選定しなければならない。

２ 受注者は、測定日時、具体的な測定箇所、器材の配置等について、事前に監督職員

と打合せを行わなければならない。

 ３ 受注者は、現地測定調査の実施に先立って、必要な協議・許可申請を行わなければ

ならない。

４ 受注者は、具体的な測定箇所の選定の前に、調査対象箇所の道路構造、環境対策の

状況及びその周辺地域における地域特性の把握を行わなければならない。地域特性の

把握については、技術手法によることを原則とし、監督職員の指示による。

７．２．３ 大気質調査 

 １ 大気質調査の対象となる物質は、原則として自動車の走行に係る二酸化窒素及び浮

遊粒子状物質の 2 物質とし、二酸化窒素の濃度測定においては、併せて窒素酸化物の

濃度を測定する。一酸化炭素、二酸化硫黄その他の物質について測定が必要な場合は、

別途指示する。
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 ２ 測定方法は、原則として技術手法によるものとする。なお、技術手法に記載のない

物質の測定方法は、監督職員と協議すること。

 ３ 測定機器は、技術手法に示されている JIS 規格に適合する自動計測器及び採取法を

適用しなければならない。また、これ以外の物質測定機器について、設計図書に示さ

れていない場合には、監督職員と協議しなければならない。測定機器の仕様、性能、

保守点検表等は、計測器成績表として監督職員に提出すること。

 ４ 測定場所は、設計図書に定めのある場合を除き、調査目的及び調査地域の特性を考

慮し、大気質を代表できる場所を選定し、監督職員の承諾を得なければならない。

 ５ 測定期間は、特異な気象及び特殊な交通条件の日を避け、春夏秋冬ごとのそれぞれ

１週間の連続測定を基本とする。測定期間の設定については、設計図書に定めのある

場合を除き、監督職員の承諾を得なければならない。

 ６ 測定結果は、測定箇所位置図、測定箇所詳細図（平面図・横断図）、測定方法一覧表

を作成するとともに、測定値を１時間値及び１日平均値として測定結果一覧、濃度変

動図等に整理するのを基本とする。必要に応じ、１時間値の最高値、その他必要な項

目を整理する。

７．２．４ 気象観測 

１ 気象観測で調査すべき情報は、風向、風速、必要に応じて温度及び湿度とする。な

お、換気塔周辺の予測を行う場合は、日射量・放射収支量、雲量等の大気安定度算出

のための観測を追加するものとし、監督職員の指示による。

 ２ 調査方法は、既存資料調査と現地調査を基本とし、現地調査方法については最新の

「地上気象観測指針」（気象庁）に準じた方法による。

 ３ 気象観測点は、調査地域を代表できる場所（可能な限り濃度測定点の近傍とする。）

において 1 箇所以上設ける。

 ４ 観測期間は、大気質調査と同期間とする。

 ５ 観測結果は、１時間値及び１日平均値として測定結果一覧に整理するとともに、風

配図、風向・風速別の出現頻度を作成するものとする。必要に応じ、大気安定度別の

出現頻度、温湿度、天候、その他必要な項目を整理する。

７．２．５ 交通調査 

 １ 交通調査は、設計図書及び監督職員の指示する方法により交通量等の調査を行う。

 ２ 交通調査は、調査対象道路の走行特性を代表する地点において行うものとし、設計

図書に定めのある場合を除き、調査地点の選定にあたっては、監督職員の承諾を得る

こと。

３ 交通調査は、原則として、時間別交通量を方向別に大型車類・小型車類の２車種分

類で 24 時間観測するものとする。なお、２車種分類に対応する車種（プレート番号）
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は、技術手法によるものとする。

 ４ 交通調査は、対象道路の交通の質及び量が特異な傾向を示すと予想される日を除外

して実施するものとする。

５ 調査結果は、車種別時間別交通量、その他必要とする項目について整理するものと

する。

７．２．６ 測定結果解析 

１ 測定結果の解析にあたっては、あらかじめ近傍の地方公共団体等が設置した常時監視

測定局の大気質に係る測定データ、気象官署における地上気象観測原簿等及び天気図

その他の解析に必要な資料を収集する。

２ １の資料は、原則として調査実施期間における 2 箇所以上の資料を収集するのが望

ましい。

３ 測定結果は、１により収集した資料を参考にして、設計図書及び監督職員の指示に

より原則として次の項目について解析する。

（１） 調査項目間の関係 

（２） 気象条件（風向・風速及び大気安定度）及び交通条件（台数及び大型車混入率）

と大気質との関係 

（３） 調査項目間の相関、特性等 

（４） 環境基準との対比 

（５） その他必要とする項目 

７．２．７ 大気質予測 

１ 大気質予測における予測項目、予測手法、予測場所の選定等については、技術手法に

よるものとする。原則として、技術手法の参考予測手法を基本とするが、複雑な構造

条件の箇所では監督職員と協議すること。 

２ 予測結果のとりまとめは、原則として技術手法によるものとし、監督職員の指示によ

ること。基本的に整理する事項を参考として以下に記載する。 

（１） 基本事項 

ア 予測項目、対象区域その他予測に関する基本事項についての記述 

イ 予測手順のフローシート 

ウ 予測年次 

エ Nox 等換算係数または換算式 

（２） 基本データの設定 

ア 気象条件 

  ・使用データ及び大気安定度分類についての記述 

   ・集計整理したデータ（表） 
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   ・風配図（年間） 

イ 道路構造条件 

   ・データについての記述 

   ・平面図及び断面図 

ウ 交通条件 

   ・データについての記述 

   ・集計整理したデータ（表） 

エ 排出源強度 

   ・データについての記述 

   ・計算結果の総括表 

オ バックグラウンド濃度 

   ・データ及び推計計算方法の記述 

   ・推計結果の総括表 

（３） 拡散計算 

  ア 計算方法についての記述 

  イ 予測値一覧表作成 

  ウ 濃度距離減衰図、最大着地濃度（換気塔の場合） 

  エ 年平均値より日平均値の年間 98％値又は 2％除外値の計算結果 

（４） 環境基準との比較 

（５） 引用文献一覧 

  引用番号、著者名、書名（資料名）年月、頁、発行所名等を記載する。 

７．２．８ 成果品 

  納品する成果品の内容は、次に示すものとする。

 （１） 調査報告書

 （２） 調査報告書概要版

 （３） 写真帳

 （４） 記録紙原紙（監督職員から指示があった場合のみ）
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７．３ 騒音

７．３．１ 一 般 

この節は、騒音に係る調査及び予測に適用する。 

７．３．２ 予備調査 

  予備調査については、７．２．２によるものとする。 

７．３．３ 騒音レベル測定 

 １ 測定方法は、原則として技術手法及び「騒音に係る環境基準の評価マニュアル」に

よるものとする。 

 ２ 受注者は、設計図書に定めのある場合を除き、測定に先立ち、測定位置及び測定点

を選定し、監督職員の承諾を得なければならない。この場合において、測定位置及び

測定点は、調査目的、調査地域の特性、高速道路の形状等を考慮して、調査地域を代

表すると考えられる地点を選定する。 

 ３ 測定時刻及び測定日数は、原則として、設計図書に示すとおりとする。 

 ４ 測定日は、原則として特異な気象及び特殊な交通条件の日を避けなければならない。 

 ５ 測定機器は、技術手法に示されている JIS 規格に適合する騒音計及び測定法を適用

しなければならない。騒音計については、検定証印等の有効期間内であることが必

要である。 

 ６ 測定結果は、測定地点がわかる概要図や測定地点一覧を整理するとともに、時間別

等価騒音レベル測定結果（及び時間率騒音レベル[L5,L50,L95]）一覧、昼夜区分別の等

価騒音レベル算出結果、等価騒音レベル時間変動図などを整理するのを基本とする。 

７．３．４ 気象観測 

 １ 測定当日の気象データ(風向、風速、気温及び湿度)、天候については、気象観測によ

るか、または近傍の気象官署等のデータを入手して記録する。

 ２ 気象観測で調査すべき情報は、風向、風速、気温及び湿度とする。

 ３ 調査方法は、最新の「地上気象観測指針」（気象庁）に準じた方法によるものとする。

ただし、観測高さは地上 1.2m または騒音測定高さとする。

 ４ 気象観測点は、調査地域を代表できる場所（可能な限り騒音測定点の近傍とする。）

において 1 箇所以上設ける。

 ５ 観測期間は、騒音測定と同期間とする。

 ６ 観測結果は、１時間値及び１日平均値として測定結果一覧に整理し、必要に応じ、

風配図、風向・風速別の出現頻度、その他必要な項目を整理する。

７．３．５ 交通調査 



第 7章 環境調査編 

7-7 

 １ 交通調査は、設計図書及び監督職員の指示する方法により交通量及び平均走行速度

の調査を行う。

 ２ 交通調査は、調査対象道路の走行特性を代表する地点において行うものとし、設計

図書に定めのある場合を除き、調査地点の選定にあたっては、監督職員の承諾を得る

こと。

 ３ 交通調査は、原則として、時間別交通量を方向別に大型車類・小型車類の２車種分

類で 24 時間観測するものとする。なお、２車種分類に対応する車種（プレート番号）

は、技術手法によること。

 ４ 交通調査は、対象道路の交通の質及び量が特異な傾向を示すと予想される日を除外

して実施するものとする。

 ５ 平均走行速度は、原則として、人手による方法（ストップウォッチ法）により、無

作為に抽出した時間当たり方向別にそれぞれ 10 台以上測定した値の平均値とする。

６ 調査結果は、車種別時間別交通量、平均走行速度その他必要とする項目について整

理するものとする。

７．３．６ 路面状況調査 

 測定点付近の路面状況の調査は、写真撮影により記録する。この場合において、舗装

の種類、舗装の履歴、舗装面の陥没、パッチング跡、マンホール、伸縮装置等の騒音発

生源があるときは、必要に応じてその大きさ、深さ及び騒音測定点との位置関係を可能

な限り測定しなければならない。なお、受注者は、事前に調査方法について監督職員と

協議しなければならない。 

７．３．７ 測定結果解析 

 測定結果は、設計図書及び監督職員の指示により原則として次の項目について解析す

る。

（１）調査項目間の関係 

 （２）環境基準等との対比 

（３）その他必要とする項目 

７．３．８ 騒音予測 

１ 騒音予測における予測項目、予測手法、予測場所の選定等については、技術手法に

よるものとする。原則として、技術手法の参考予測手法を基本とするが、複雑な構造

条件の箇所では、監督職員と協議すること。 

２ 予測結果のとりまとめは、原則として技術手法によるものとし、監督職員の指示に

よること。基本的に整理する事項を参考として以下に示す。

 （１）予測概要（予測目的、予測場所、予測内容等） 
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 （２）予測場所位置図（縮尺 1／2,500 程度） 

 （３）都市計画用途区分図（縮尺 1／2,500 程度） 

 （４）交通条件一覧表 

 （５）予測断面図及び予測条件総括表 

 （６）予測方法 

 （７）騒音予測値一覧表 

 （８）騒音予測値と環境基準値（騒音規制法に定める自動車騒音の限度を含む。）との比

較 

 （９）騒音分布横断面図（縮尺 1／500～1／1000 程度） 

７．３．９ 成果品 

納品する成果品の内容は、次に示すものとする。     

（１）調査報告書  

 （２）調査報告書概要版   

 （３）写真帳 

 （４）記録紙（監督職員から指示があった場合のみ。）
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７．４ 振動

７．４．１ 一 般

 この節は、振動に係る調査及び予測に適用する。 

７．４．２ 予備調査 

  予備調査については、７．２．２によるものとする。 

７．４．３ 振動レベル測定 

１ 測定方法は、原則として技術手法によるものとする。 

２ 受注者は、設計図書に定めのある場合を除き、測定に先立ち、測定位置及び測定点

を選定し、監督職員の承諾を得なければならない。この場合において、測定位置及び

測定点は、調査目的、調査地域の特性、高速道路の形状等を考慮して、調査地域を代

表すると考えられる地点を選定する。 

 ３ 測定時刻及び測定日数は、原則として、設計図書に示すとおりとする。 

４ 測定日は、原則として特異な気象及び特殊な交通条件の日を避けなければならない。 

５ 技術手法に示されている振動規制法施行規則に規定された振動レベル計及び測定法

を適用しなければならない。振動レベル計については、検定証印等の有効期間内で

あることが必要である。 

６ 測定結果は、測定地点がわかる概要図や測定地点一覧を整理するとともに、振動レベ

ル測定結果（振動レベル[L10, L50 および L90])一覧及び振動レベル時間変動図などを

整理することを基本とする。 

７．４．４ 交通調査 

交通調査については、原則として７．３．５によるものとする。 

７．４．５ 路面状況及び地盤調査 

１ 路面状況の調査は、次により行う。 

（１）測定点付近の路面状況は、写真撮影により記録する。この場合において、舗装の

種類、舗装の履歴、舗装面の陥没、パッチング跡、マンホール、伸縮装置等の振動

発生源があるときは、必要に応じてその大きさ、深さ及び振動測定点との位置関係

を可能な限り測定しなければならない。なお、受注者は、事前に調査方法について

監督職員と協議しなければならない。 

（２）振動伝搬に影響を及ぼすおそれのある構造物等が測定点付近にあるときは、これ

を記録しておかなければならない。 

２ 舗装構成、地盤条件等は、既存資料を収集して整理する。この場合において、地盤

卓越振動数の実測が必要なときには、1/3オクターブバンド分析器を用いた周波数分析
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を実施するものとし、監督職員の指示による。 

７．４．６ 測定結果解析 

測定結果は、設計図書及び監督職員の指示により原則として次の項目について解析す

る。 

（１）調査項目間の関係 

（２）振動規制法に定める道路交通振動の限度との対比 

（３）その他必要とする項目 

７．４．７ 振動予測 

１ 振動予測における予測項目、予測手法、予測場所の選定等については、原則として、

技術手法によるものとする。原則として、技術手法の参考予測手法を基本とするが、

複雑な構造条件の箇所では、監督職員と協議すること。 

２ 予測結果のとりまとめは、原則として技術手法によるものとし、監督職員の指示に

よること。基本的に整理する事項を、参考として以下に示す。 

（１）予測概要（予測目的、予測場所、予測内容等） 

 （２）予測場所位置図（縮尺 1／2,500 程度） 

 （３）都市計画用途区分図（縮尺 1／2,500 程度） 

 （４）交通条件一覧表 

 （５）予測断面図及び予測条件総括表 

 （６）予測方法 

 （７）振動予測値一覧表 

 （８）振動予測値と振動規制法に定める道路交通振動の限度との比較 

（９）振動距離減衰図（縮尺 1／500～1／1000 程度）

７．４．８ 成果品

納品する成果品の内容は、次に示すものとする。   

（１）調査報告書 

（２）調査報告書概要版 

（３）写真帳 

（４）記録データ（監督職員から指示があった場合のみ） 
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８．１ 適 用 範 囲

  この章は、橋梁構造物、トンネル構造物及び仮設構造物等の基本設計、概算設計、概

略設計及び実施設計に適用する。 

８．２ 設 計 一 般 

８．２．１ 適用すべき諸基準 

受注者は、設計業務の施行に当たっては、この仕様書によるほか、当社制定の橋梁構

造物設計要領、トンネル構造物設計要領及び仮設構造物設計要領など設計分野に応じた

要領及び図集等（以下「要領等」という。）によらなければならない。

８．２．２ 設 計 方 針

 １ 受注者は、業務の着手に当たり、設計図書及び８．２．１に定める要領等を基に、

設計条件を設定し、監督職員の承諾を得るものとする。また、受注者は、これらの図

書等に示されていない設計条件を設定する必要がある場合は、事前に設計図書に関し

て、監督職員と協議しなければならない。 

 ２ 受注者は、設計図書及び要領等に示された以外の解析方法等を用いる場合に、使用

する理論、公式等については、その理由を付して監督職員の承諾を得なければならな

い。 

 ３ 受注者は、設計に当たって特許工法等特殊な工法を使用する場合には、監督職員の

承諾を得なければならない。 

８．２．３ 設 計 計 算 書

  受注者は、設計計算書に以下を明記するものとする。 

（１）設計計算書には、設計条件を明示するものとする。 

（２）設計計算書には、適用した要領等のほか、他の図書を引用した場合は、引用した

図書名、著者名及び引用した箇所を明記するものとする。 

（３）設計計算書には、計算に使用した理論及び公式を記載するものとし、その計算過

程も明記するものとする。 

（４）設計計算にあたり、電子計算機を使用する場合は、目的に合致した実績のあるプ

ログラムを使用するものとし、受注者は、プログラム概要説明書、あるいはプログラ

ム使用説明書を整備・保管し、監督職員の請求があった場合は直ちに提示するととも

に、検査時に提出しなければならない。また、設計計算書には、インプットデータを

そのままアウトプットプリントしたものすべて及びアウトプット様式の添え書き等

説明を加えたものを添付しなければならない。 
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８．３ 構 造 物 設 計 

 １ 構造物設計の種類は以下の通りである。 

 （１）基本設計 

 （２）概算設計 

 （３）概略設計 

 （４）実施設計 

 ２ 構造物設計業務の流れは一般的には次の通りである。 

  ・基本設計→概算設計→実施設計 

  ・基本設計→実施設計 

  ・基本設計→概略設計→実施設計 

８．３．１ 基 本 設 計 

 １ 基本設計とは、過去の資料等から基本的な構造物の形式や寸法を決定することをい

う。 

 ２ 設計内容 

 （１）現地状況を把握し、線形、地形、周囲の環境条件の検討を行う。 

 （２）高架、切盛土、半地下、トンネル等の構造物形式の決定を行う。 

（３）構造形式、構造種別の選定及び使用材料の種類の決定を行う。 

 （４）橋脚位置、橋脚骨組形状及び基本寸法の決定を行う。 

 （５）基礎形式及び基本寸法の決定を行う。 

 （６）上部構造骨組形状、基本寸法及び断面形状の決定を行う。 

 （７）切盛土形状及び基本寸法の決定を行う。 

 （８）トンネル、半地下及び擁壁構造の長さ、高さ、幅等の基本寸法の決定を行う。 

 （９）地形、周囲の環境条件等を把握し、環境対策や施工法の検討を行う。 

（10）全体一般図を作成する。 

 （11）その他、監督職員が必要と認めた事項を行う。 

 ３ 成果品 

   電子納品する成果品の内容は、次に示すものとする 

 （１）設計概要書 

    設計条件、設計の基本方針及び構造形式・種別の選定理由並びに問題点等を記載

する。 

 （２）構造形式、構造種別決定検討書 

    構造形式、構造種別の検討経緯を記載する。 

 （３）工事数量概略計算書 

    工種別に、概略数量を算出し、その算出過程を記載する。 
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 （４）全体一般図 

    平面図、側面図、縦断図及び主要横断図をまとめた全体一般図並びに縮尺全体一

般図を作成する。 

 （５）その他資料 

    その他、監督職員が必要と認めた資料を作成する。 

８．３．２ 概 算 設 計 

 １ 概算設計とは、基本設計で決定した構造形式等を基本として過去の資料あるいは構

造計算により、構造形式、施工方法及びコスト等に関する比較検討を実施したうえで、

構造物の外形寸法、骨組形状及び主要部材断面を決定し、全体一般図及び構造一般図

を作成することをいう。 

 ２ 設計内容 

 （１）基本設計の結果を基に上下部構造の骨組形状の検討を行い、骨組基本寸法の最終

決定を行う。 

 （２）基本設計の結果を基に基礎形状の検討を行い、基本寸法の最終決定を行う。 

 （３）基本設計の結果を基にトンネル、半地下及び擁壁構造の検討を行い、基本寸法の

最終決定を行う。 

 （４）鋼構造物の継手位置の決定を行う。 

 （５）構造計算を行い、主要部材の最適断面寸法を選定する。 

 （６）構造計算を行い、部材の使用材料数量について、材種及び材質別に算出する。 

 （７）全体一般図及び構造一般図を作成する。 

（８）その他、監督職員が必要と認めた事項を行う。 

 ３ 成果品 

   電子納品する成果品の内容は、次に示すものとする。 

 （１）設計概要書 

    設計条件、設計の基本方針及び構造形式並びに最適部材断面寸法の選定理由及び

問題点等を記載する。 

 （２）主要部材断面選定検討書 

    主要部材における最適断面寸法及び検討過程を記載する。 

 （３）工事数量概略計算書 

    工種毎に、材種、材質別及び形状寸法別に算出した使用材料数量及びその算出過

程を記載する。 

 （４）全体一般図 

    平面図、側面図、縦断図及び主要横断図をまとめた全体一般図並びに縮尺全体一

般図を作成する。 

 （５）構造一般図 
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    構造物の外形寸法、桁配置及び主要部材断面を明確にした構造一般図を作成する。 

 （６）その他の資料 

    その他、監督職員が必要と認めた資料を作成する。 

８．３．３ 概 略 設 計

 １ 概略設計とは、基本設計で決定した構造形式等を基に、構造形式、施工方法及びコ

スト等に関する比較検討を実施したうえで、構造計算によって構造物の外形寸法、骨

組形状及び各部材断面を決定し、全体一般図、構造一般図及び部材構造図を作成する

ことをいう。 

 ２ 設計内容 

 （１）基本設計の結果を基に上下部構造の骨組形状の検討を行い、骨組基本寸法の最終

決定を行う。 

 （２）基本設計の結果を基に基礎形状の検討を行い、基本寸法の最終決定を行う。 

 （３）基本設計の結果を基にトンネル、半地下及び擁壁構造の検討を行い、基本寸法の

最終決定を行う。 

 （４）鋼構造物の継手位置の決定を行う。 

（５）構造計算を行い、各部材の最適断面を決定する。 

 （６）構造計算を行い、各部材の使用材料数量について材種及び材質別に算出する。 

 （７）全体一般図、構造一般図及び部材構造図を作成する。 

（８）その他、監督職員が必要と認めた事項を行う。 

 ３ 成果品 

   電子納品する成果品の内容は、次に示すものとする。 

 （１）設計概要書 

設計条件、設計の基本方針及び構造形式並びに各部材の最適断面の決定理由、問

題点及び設計と密接な関係にある施工条件等について記載する。 

 （２）部材断面決定概略計算書 

    各部材断面における最終断面寸法及びその算出過程を記載する。 

 （３）計算結果 

    部材の設計断面力、応力度照査等の計算結果（電算アウトプット等）を記載する。 

 （４）工事数量概略計算書 

    工種毎に、材種、材質及び形状寸法別に算出した使用材料数量及びその算出過程

を記載する。 

 （５）全体一般図 

    平面図、側面図、縦断図及び主要横断図をまとめた全体一般図並びに縮尺全体一

般図を作成する。 

 （６）構造一般図 
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    構造物の外形寸法、桁配置及び主要部材断面を明確にした構造一般図を作成する。 

 （７）部材構造図 

    部材形状及び部材断面を明確にした部材構造図を作成する。 

 （８）その他の資料 

    その他、監督職員が必要と認めた資料を作成する。 

８．３．４ 実 施 設 計 

 １ 実施設計とは、構造物を正確かつ能率よく施工、製作するために必要なすべての検

討計算を行い、図面を作成することをいう。本体構造物の施工にあたり、特に仮設備

図等が必要な場合には、その図面も作成するものとする。 

 ２ 設計内容 

 （１）設計断面力の厳密計算、部材断面の照査を行い、構造詳細を決定する。 

 （２）伸縮装置及び高速排水など附属物等の細部構造の設計計算を行う。 

 （３）線形計算及び座標計算を行う。 

 （４）工事数量の算出を行う。 

 （５）全体一般図、線形一般図、縦断図、構造一般図、部材構造図及び細部構造図を作

成する。 

（６）その他、監督職員が必要と認めた事項を行う。 

 ３ 成果品 

   電子納品する成果品の内容は、次に示すものとする。 

 （１）設計概要書 

設計条件、設計の基本方針、主要な箇所における断面力、断面形状及び設計と密

接な関係にある施工条件等について記載する。なお、設計概要書のみをもって構造

物の概要を把握し得るよう以下の事項について記載する。 

ア 設計工区の位置図 

イ 全体一般図 

ウ 設計条件、基本方針等 

エ 構造形式選定理由 

  ・関係機関との調整事項（打合せ事項）とその内容 

  ・設計条件が付された場合には、その条件と処理方法の概要 

オ 計算方法及び計算上の仮定 

カ 主要な箇所における曲げモーメント、軸力、せん断力、たわみ、断面形状 

キ 設計の途中において省略した事項があれば、その事項及び省略し得る理由 

ク 設計上特筆すべき事項（特殊設計、新工法等） 

ケ  設計と施工が密接に関連する場合は、その概要 

コ 設計に先立ち実験若しくは試験又は詳細な解析等を実施した場合は、その概
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要と設計への適用方法 

サ 材料一覧表〔主材料については単位当たり（体積当たり、面積当たり）の使

用量〕 

シ 施工上の注意点 

ス その他（透視図を作成した場合等） 

 （２）設計計算書 

    設計計算には、構造物の形状及び部材の断面を定めるのに必要な計算方法並びに

その結果を記載する。 

 （３）線形計算書 

    線形要素（ＩＰ・曲線部及び緩和曲線部の起終点・曲線半径・曲線長・クロソイ

ドのパラメータ・クロソイド長・横断勾配・片勾配等）及びその算出過程を記載す

る。 

 （４）座標計算書 

    道路線形計算書、平面及び縦断線形図に基づき、当該構造物の必要箇所（橋脚、

支承面、下部工、基礎工、トンネル等）について座標計算を行い、平面座標及び縦

断計画高及びその算出過程を記載する。 

 （５）計算結果 

    部材の設計断面力、応力度照査等の計算結果（電算アウトプット等）を記載する。 

 （６）工事数量計算書 

    工種毎に、材種、材質及び形状寸法別に算出した使用材料数量及びその算出過程

を記載する。 

 （７）全体一般図 

    平面図、側面図、縦断図及び主要横断図をまとめた全体一般図並びに縮尺全体一

般図を作成する。 

 （８）線形一般図 

    構造物の座標を記入した、線形一般図（平面図、横断図、座標計算一覧表）を作

成する。 

 （９）縦断図 

    構造物の位置及び高さを記入した縦断図を作成する。 

 （10）構造一般図 

    構造物の外形寸法、桁配置及び主要部材断面を明確にした構造一般図を作成する。 

 （11）部材構造図 

    部材形状及び部材断面を明確にした部材構造図を作成する。 

 （12）細部構造図 

    細部構造を明確にした細部構造図を作成する。 

 （13）その他資料 
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    その他、監督職員が必要と認めた資料を作成する。 

８．３．５ 照  査 

 １ 照査技術者は、第１章「総則」 １．１．８第２項に基づき、下記に示す事項を標準

として照査を行う。 

 ２ 基本設計 

 （１）基本条件の決定に際し、線形、地形、周囲の環境条件等現地の状況の他、基礎情

報を収集、把握しているかの確認を行い、その内容が適切であるかについて照査を

行う。 

 （２）過去の資料等から、各構造形式や寸法の整合が適切にとれているか照査を行う。 

 ３ 概算設計 

 （１）設計条件の決定に際し、線形、地形、周囲の環境条件等現地の状況の他、基礎情

報を収集、把握しているかの確認を行い、その内容が適切であるかについて照査を

行う。特に地形、地質条件、地下埋設物等の調査結果について、設計の目的に対応

した情報が得られているかの確認を行う。 

 （２）一般図を基に高架橋の橋台位置、径間割り、支承条件及び地盤条件と橋梁形式の

整合が適切にとれているかの照査を行う。 

 （３）トンネル、半地下及び擁壁構造の基本寸法が、適切にとれているか照査を行う。 

 （４）一般図を基にトンネルの換気方式及び諸設備計画と断面形状及び地質条件、施工

法と構造の整合が適切にとれているかの確認を行う。 

 （５）一般図を基に半地下及び擁壁構造の位置、取り合い（道路現況構造物等）及び地

盤条件とその構造物の整合が適切にとれているかの照査を行う。 

 （６）地下埋設物、支障物件、周辺施設との近接等、施工条件が設計計画に反映されて

いるか照査を行う。 

 （７）設計方針及び設計手法が適切であるかの照査を行う。 

 （８）構造物の主要部材断面が適切であるか照査を行う。 

 （９）過去の資料、設計計算、設計図及び数量の適切性及び整合性に着目し照査を行う。 

 （10）工事数量の算出が、監督職員の指示に従った形で算出されているかの照査を行う。 

 ４ 概略設計 

 （１）設計条件の決定に際し、線形、地形、周囲の環境条件等現地の状況の他、基礎情

報を収集、把握しているかの確認を行い、その内容が適切であるかについて照査を

行う。特に地形、地質条件、地下埋設物等の調査結果について、設計の目的に対応

した情報が得られているかの確認を行う。 

 （２）一般図を基に高架橋の橋台位置、径間割り、支承条件及び地盤条件と橋梁形式の

整合が適切にとれているか照査を行う。 

 （３）トンネル、半地下及び擁壁構造の基本寸法が、適切にとれているか照査を行う。 
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 （４）一般図を基にトンネルの換気方式及び諸設備計画と断面形状及び地質条件、施工

法と構造の整合が適切にとれているかの確認を行う。 

 （５）一般図を基に半地下及び擁壁構造の位置、取り合い（道路現況構造物等）及び地

盤条件とその構造物の整合が適切にとれているかの照査を行う。 

 （６）地下埋設物、支障物件、周辺施設との近接等、施工条件が設計計画に反映されて

いるか照査を行う。 

 （７）設計方針及び設計手法が適切であるかの照査を行う。 

 （８）構造物の各部材断面が適切であるか照査を行う。 

 （９）設計計算、設計図及び数量の適切性及び整合性に着目し照査を行う。 

 （10）工事数量の算出が、監督職員の指示に従った形で算出されているか照査を行う。 

 ５ 実施設計 

 （１）設計条件の決定に際し、線形、地形、周囲の環境条件等現地の条件の他、基礎情

報を収集、把握しているかの確認を行い、その内容が適切であるかについて照査を

行う。特に地形、地質条件、地下埋設物等の調査結果について、設計の目的に対応

した情報が得られているかの確認を行う。 

 （２）一般図を基に高架橋の橋台位置、径間割り、支承条件及び地盤条件と橋梁形式の

整合が適切にとれているかの照査を行う。 

 （３）一般図を基にトンネルの換気方式及び諸設備計画と断面形状及び地質条件、施工

法と構造の整合が適切にとれているかの確認を行う。 

 （４）一般図を基に半地下及び擁壁構造の位置、取り合い（道路現況構造物等）及び地

盤条件とその構造物の整合が適切にとれているかの照査を行う。 

 （５）地下埋設物、支障物件、周辺施設との近接等、施工条件が設計計画に反映されて

いるかの照査を行う。 

 （６）設計方針及び設計手法が適切であるかの照査を行う。また、仮設備と施工法の確

認を行い、その妥当性についても照査を行う。さらに、架設工法及び施工法の確認

を行い、施工時応力についても照査を行う。 

 （７）構造物の構造詳細が適切であるか照査を行う。 

 （８）設計計算、設計図及び数量の正確性、適切性及び整合性に着目し照査を行う。最

小鉄筋量、防水工等構造細目についても照査を行い、基準との整合を図る。特に、

上部工、下部工及び附属物それぞれの取り合いについて整合性の照査を行う。 

 （９）工事数量の算出が、監督職員の指示に従った形で算出されているかの照査を行う。 
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８．３．６ 成果品 

  成果品の作成における図面の縮尺及び図面作成の注意点は以下のとおりとする。  

（１） 図面の縮尺（A1判での標準縮尺） 

 縮  尺  

全体一般図

全 体 図 1/250 又は 1/500  

側 面 図 1/250 又は 1/500  

縦 断 図 1/200  

横 断 図 1/200  

縮尺全体 

一 般 図 

全体図の平面図が 1/1000 になるように縮小したもの

線形一般図 1/500 下部構造の座標を記入のこと 

縦 断 図 横 1/250 又は 1/500

縦 1/250 又は 1/100

構造物の位置及び高さ記入の

こと 

構 造 図

一般図 1/50 、 1/100 又は

1/200 

橋架中心及びフーチング隅の

座標を記入のこと 

詳

細

図 

部

材 

1/20 ～ 1/50 又 は

1/100 

支承、伸縮装置等 1/10 

細

部 

1/10～1/50 

桁配置図 1/100 又は 1/250 上部構造に必要 

線形及び桁配置確認 1/20～1/50 上部構造に必要 

地質平面・縦断図 1/1000 トンネル構造に必要 

注）線形一般図には、約 5ｍピッチで道路幅員を記入すること。又、セットバックのあ

る場合は、セットバック線を波線で記入すること。 

 （２）図面作成の注意点 

 図面は、確実な施工のために充分な理解が得られる正確さを有するもので、以下

の通りである。 

  ア 施工上の注意事項は、できるだけ図面内に記入すること。 

  イ 提出する図面及びその縮尺は、各路線で統一するため、監督職員の指示を受ける

こと。 

  ウ 寸法の標示等に用いる文字及び数字の大きさは、図面を A3 判に縮小して用いるこ

とを考慮し、上記各図面とも 5mm 以上とする。 

  エ 図面には鋼材及びコンクリートの品質規格を明示するものとする。 
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５．１ 設計計算要領 

５．１．１ 一般事項 

１ 受注者は、線形設計計算書には、以下の事項を記載しなければならない。 

（１）線形設計条件 

（２）適用すべき要領等のほか、他の図書を引用する場合は、引用した図書名、著作名

及び引用した箇所 

（３）計算に使用した理論及び公式及びその計算過程 

２ 線形設計計算にあたり、電子計算機を使用する場合は、目的に合致した実績のある

プログラムを使用するものとし、受注者は、プログラム概要説明書、あるいはプログ

ラム使用説明書を整備・保管し、監督職員の請求があった場合は直ちに提示するとと

もに、検査時に提出しなければならない。また、計算書には、インプットデータをそ

のままアウトプットプリントしたものすべて及び、アウトプット様式の添え書き等説

明を加えたものを添付しなければならない。 

 

５．１．２ 平面線形計算 

１ 一般事項 

（１）受注者は、当社より提出された資料に基づいて、監督職員と十分協議のうえ、そ

の指示に従って平面線形計画並びに平面線形計算を行うものとする。 

（２）ＩＰ及び測線番号、主測線、副測線の区分等については作業開始前に監督職員の

指示を受けるものとする。なお、原則として、起点から終点に向かう車道の左側か

ら順に、地覆の前面の線に、１～４の測線番号をつけるものとし、主測線を２なら

びに３測線とする。 

（３）平面線形計算時に算出する数値の位取りは、表－１の通りとする。 

表－１ 平面線形計算における数値計算の位取り 

計算項目 一次路線計画 二次路線計画 詳細設計 備考 

座標 必要なし 必要なし 

尐数点第 6 位を

四捨五入して第5

位まで 

一次・二次路線計画

は現況図の精度に

応じた CAD の読取

とする 
線形要素 

距離 

要素：5mラウンド 

距離：1m 

要素：1mラウンド 

距離：0.5m 

尐数点第 5 位を

四捨五入して第

４位まで 

角度 0.5 度 0.5 度 

Ｌ＜1,000m の場

合 1/1,000 秒を

四 捨 五 入 し て

1/100 秒まで、又

はそれ以下 

Ｌ≧1,000m の場合

1/10,000 秒を四捨

五入して 1/1,000

秒まで、又はそれ以

下 

三角関数 

小数点第 7 位を

四捨五入して第

6 位まで 

小数点第 7 位を

四捨五入して第

6 位まで 

小数点第 9 位を

四捨五入して第8

位まで、又はそれ

以下 

関数付電卓の精度

があればよい 
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２ 座標計算 

（１）座標計算は、詳細設計時にはＩＰ点及び主要点について行うものとし、概略設計

（一次路線計画、二次路線計画）時は原則として行わないものとする。但し、概略

設計時に座標計算を行なう場合、数値の位取りは、原則として表-1 の詳細設計の規

定による。 

（２）主要点とは、ＫＡ（クロソイド始点）、ＫＥ（クロソイド終点）、ＢＣ（単曲線始

点）、ＥＣ（単曲線終点）、ＳＰ（単円および基本クロソイドのインターアングルに

対する中間点）等線形要素の変化する点、若しくはノーズ、円の中心等設計上必要

な点をいい、街路の場合は、隅切部交点も含むものとする。 

３ 線形要素計算 

（１）線形要素計算は、詳細設計時及び概略設計時ともに行なうものとし、各測線若し

くはセットバック線、分合流部テーパー線等について、クロソイド曲線及び円曲線

等の線形要素の計算を行う。 

（２）概略設計計算の際に必要なＩＰ間距離及び交角等は、平面図上でスケールアップ

した値を用いてよい。 

４ 視距確保のためのセットバックの計算 

（１）視距を確保するため特に拡幅を要する箇所は、内側車線の中心線上に所定の視距

の視線を作図した包絡線を描き、高欄内側地覆前面線若しくは分離帯のこれに相当

する線がその包絡線を侵さないように、セットバック線を設置する。また、セット

バック前の地覆線も設置するものとする。 

 なお高欄側のセットバック線は、原則として平行クロソイドとするが、拡幅量が

大きくＫＡ点が基本線形と大きく乖離してくる場合は、放絡線を満足する複合円曲

線を用いるものとする。 

（２）（１）に基づいて設計された線形は、セットバック線、それに対応するセットバッ

ク前の地覆線、内側車線中心線及びその視線包絡線を図化し、各線形の主要点座標

（詳細設計時のみ）、線形要素その他必要事項（セットバック必要値及び当該設計に

よるセットバック最大値等）の一覧表を作成するのを原則とする。 

５ 追加距離計算 

（１）追加距離計算は、詳細設計時には本線及び出入口の各車道主測線について行ない、

概略設計時には行なわなくてもよい。 

（２）設計上の起点は、原則として当該設計区間で一連の図面の左端におくものとし、

測点は起点側から２０ｍごとに付するものとする。測点番号については、監督職員

の指示によるものとする。 

（３）本線若しくはＯＮ－ＯＦＦ平行式センターランプにおける往復分離されていない

区間で、監督職員が指示した場合は、片側車道のみの計算でよい。 
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（４）出入口は、原則としてノーズからの追加距離を計算するものとする。 

 

５．１．３ 縦断線形計算 

１ 一般事項 

（１）受注者は、監督職員と十分協議のうえ、クリアランスのチェックポイントを考慮

して、縦断勾配を計画するとともに、平面線形との調和を図らなければならない。 

（２）用語の定義 

イ 基本縦断線 

分離帯側の主測線（若しくはそれに相当する主測線）上に片勾配の影響を考えな

い（標準横断勾配）で想定した縦断線をいう。 

ロ 基本縦断勾配 

基本縦断線の勾配をいう。 

ハ ＶＰ（ＶＩＰ）、ＢＶＣ、ＥＶＣ、ＣＶＣ 

それぞれ縦断折点、縦断曲線始点、終点、中点をいう。 

（３）縦断線形計算時に算出する数値の位取りは、表－２のとおりとする。 

 

表－２ 縦断線形計算における数値計算の位取り 

計算項目 一次路線計画 二次路線計画 詳細線形設計 備考 

距離（m） 

小数点 1 位を四

捨五入して整数

まで 

小数点 3 位を四

捨五入して小数

点 2位まで 

小数点 5 位を四

捨五入して小数

点 4位まで 

 

計画高（m） 

小数点 3 位を四

捨五入して小数

点 2位まで 

小数点 4 位を四

捨五入して小数

点 3位まで 

小数点 4 位を四

捨五入して尐数

点 3位まで 

T.P.表示を基本と

する 

勾配（%） 

小数点 3 位を四

捨五入して小数

点 2位まで 

小数点 4 位を四

捨五入して小数

点 3位まで 

Ｌ＜1,000m の場

合 1/100,000%の

位を四捨五入し

て、1/10,000%ま

で 

Ｌ≧1,000m の場合

1/1,000,000% の 位

を四捨五入して、

1/100,000%まで 

片勾配すり付け率 
計算しなくてよ

い 

分子を 1 とした

分数で表示し、分

母は整数まで 

同左 

 

縦断曲線半径 
m を四捨五入し

て 10m まで 
整数位まで 同左 

 

 

２ 基本縦断勾配計算 

基本縦断勾配計算は、全ての設計において行なう。 

３ 片勾配計算 

（１）詳細設計時は、平面線形曲線部に所定の片勾配を設定し、その区間前後すりつけ

部の縦断勾配及び片勾配すりつけ率の計算を行なう。 

（２）概略設計時は、平面線形曲線部に所定の片勾配を設定し、その区間前後すりつけ
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部の片勾配すりつけ率のみ計算を行なう。 

（３）副測線の縦断勾配及び片勾配すりつけ率の計算に際しては、主測線上の各点に対

応する副測線上の各点の間の距離は、便宜上主測線の距離を用いて計算するのを原

則とする。 

 ４ 計画高計算 

（１）詳細設計時は、測点、平面線形主要点、ＢＶＣ、ＥＶＣ、ＣＶＣ、クリアランス

チェックポイントについて、主測線及び副測線の計画高を計算する。 

（２）概略設計時は、測点、平面線形主要点、ＢＶＣ、ＥＶＣ、ＣＶＣについて、基本

縦断線の計画高を計算する。 

 

５．１．４ 路面計算 

（１）路面計算の定義 

主測線上の点で、その点の平面線形接線に直角な鉛直断面における各測線の平面

座標（Ｘ，Ｙ）、計画高（Ｚ）、主測線からの距離（ｄ）を求める計算をいう。 

なお、監督職員が指示した場合は、建築限界線上の立体座標を求めることとし、

建築限界座標計算を実施することとする。 

（２）路面計算は、原則として、主測線上の測点番号位置において２０ｍごとに計算を

行う。 

 ただし、分合流部等で線形設計上、若しくは構造設計上特に必要な場合は１０ｍ

又は５ｍごとに計算を行なう。 

 

５．１．５ 設計概要書 

１ 一般事項 

受注者は、当該設計成果の概要を記載した設計概要書を作成しなければならない。

設計概要書の内容は、当該線形設計の概要を把握できるもので、以下に掲げる項目に

ついて記載するものとする。 

２ 設計概要 

（１）設計区間及び延長 

（２）ジャンクション及び出入口の名称、並びに接続位置及び接続道路名称 

（３）路線図（縮尺 1／50,000～1／25,000） 

（４）道路区分、設計速度、車線幅員、車線数 

（本線、ジャンクション、出入口の各々について） 

（５）幅員構成 

次に示す項目について、幅員構成図を作成するものとする。 

イ 標準幅員構成（本線、ジャンクション、出入口） 

ロ 特殊幅員構成（本線ウィービング区間、料金所） 



 第 5 章 参考資料 

 

5-参考-   7 

ハ 街路幅員構成（標準部、出入口部、その他） 

 

 

３ 設計条件、基本方針等 

 下記の事項について、平面線形及び縦断線形に分けて、詳細に記載するものとする。 

特に、打合せ議事録に記載された事項のうちで、当社における線形設計で標準的事項

となっていない事項については、内容を統合整理して本項に記載するものとする。 

 なお、記載にあたっては監督職員と協議し、その指示に従うものとする。 

（１）設計にあたって当社から与えられた設計条件 

（２）設計を進めていく上での基本方針 

（３）最終設計成果に関する設計要点、及びその成果に至る理由若しくは経過 

（４）幾何構造基準の規定を満足できない、又は立体線形上好ましくない等設計成果に

明らかに問題がある場合、その問題点及びその成果にせざるを得なかった理由若し

くは経過。 

４ 線形概要図 

 平面線形及び縦断線形の概要を把握できるような平面線形概要図及び縦断線形概要

図を作成する。 

（１）平面線形概要図 

イ 縮  尺 長さ 1／5,000  幅員 1／2,000 を標準とする。 

ロ 記載内容は次に掲げる事項とする。 

a ＩＰ番号 

b ＩＰ座標（各測線） 

c 法線方位角 

d 基準測線の曲線半径（2測線） 

e 平面図の図面割り 

f 主要交差道路 

g 測点番号 

（２）縦断線形概要図 

イ 縮  尺 横 1／5,000  縦 1／200 を標準とする。 

ロ 記載内容は次に掲げる事項とする。 

a ＶＰ計画高 

b 縦断勾配 

c 縦断曲線 

d 主要交差道路 

e 測点番号 

f 街路計画高又は現地盤高 
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５ 座標及び線形要素一覧表 

（１）ＩＰ座標及び線形要素一覧表 

各ＩＰごとに作成するものとし、ＩＰスケルトン図を描き、座標及び線形要素一

覧表は、５．２．２平面線形図の図－３に示す様式とする。 

（２）ノーズ座標一覧表 

出入口ノーズ及びジャンクションノーズの座標一覧表を作成するものとする。 
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５．２ 図面作成要領 

５．２．１ 一般事項 

（１） 適   用 

図面作成に際しては、本図面作成要領に従うものとし、その外に土木学会発行「土

木製図基準」及び「ＪＩＳ土木製図通則」を参考にすること。ただし、電子納品に

よるＣＡＤ化を前提とする場合は、必要に応じて国土交通省で作成された「ＣＡＤ

製図基準（案）」他、関係資料を参考にすることとし、内容について監督職員と事前

に協議すること。 

（２） 文字の大きさ及び相互間隔 

文字は数字、記号以外は邦文を用い、下記のとおりとする。 

 英  数  字 漢字及び仮名文字 

高 さ  3  mm 以上  4mm 以上 

字の相互間隔  0.5mm  〃  1mm  〃 

 

（３） 線種 

線種は、原則として実線、破線、一点鎖線、二点鎖線、の 4種類を使用する。 

 

線種 外観 主な用法 

実線 
 可視部分を示す線、寸法及び寸法補助線、引出し線、 

破断線、輪郭線、中心線 

破線  見えない部分の形を示す線 

一点鎖線  中心線、切断線、基準線、境界線、参考線 

二点鎖線 
 想像線、基準線、境界線、 

参考線などで一点鎖線と区別する必要があるとき 

 

（４） 線の太さ 

太線は 0.4mm 程度、中細線は 0.2mm 程度、細線は 0.1mm 程度をいう。 

 

５．２．２ 平面線形図 

１ 一般事項 

（１） 平面線形図の定義 

平面測量図に、主として高速道路の道路線形、座標、線形要素及び縦断記号等を

記入した平面図で、必要に応じて街路等の線形、座標等も記入する。 

（２） 図面の大きさ及び輪郭寸法 

下記によるのを標準とし、隣接図面との重ね合せ区間は、前後２０cm を標準とす

る。なお、横寸法は 3.0ｍ以下を標準とする。 
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（３） 縮   尺 

1／500、又は 1／300 

２ 記載事項及び記載要領 

  表－３のとおりとする。ただし、監督職員から別途指示があった場合は、それに

従うものとする。 
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表－３ 平面線形図記載事項及び記載要領 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

１ 
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測 

１ 
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ジャンクション連結路に関しても上記 

 

口 口 

口 

略 

口 

2．出入口 
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記載事項 記  載  要  領 備   考 

 ２）その他 

 加減速車線長、テーパー長、非常駐車帯、そ

の他必要な場合はノーズ間距離等の寸法を表示

する。 

 

街 路 計 画 線 １）官民境界線及び歩道、分離帯等の外縁線を実線

（太線）で記入する。 

２）高速道路投影面に隠れる線は、破線で記入する。 

 

用 地 買 収 線 １）単独方式高速道路の場合、用地買収の幅杭座標

をプロットし、各点間を一点鎖線（中細線）で結

び、計算時における構造厚及び工事用地の巾員等

を必要に応じて記入する。 

 

押 え 点 １）平面線形の押さえ点は、○（φ2mm）で表示し、

詳細設計の場合は、近傍に座標値を記入する。 

 

料 金 所 １）徴収口位置を一点鎖線（中細線）で表示する。 

２）上屋を実線（太線）で表示する。 

 

測 線 名 １）図面の左右両端近傍に高速道路線形の各測線名

を記入する。 

 

 

 

 

 

 

 

幅 
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図－１ 座標及線形要素一覧表 

（その１）基本クロソイドの場合 

ＩＰ－Ｎ 本線座標及び線形要素 

測線 

項目 
１測線 ２測線 ３測線 ４測線 

座 
 
 

標 
 
 

値 

Ｉ．Ｐ 
Ｘ     

Ｙ     

Ｉ．Ｐ 

（Ｎ－１） 

側 

ＫＡ 
Ｘ     

Ｙ     

ＫＥ 
Ｘ     

Ｙ     

Ｓ．Ｐ 
Ｘ     

Ｙ     

Ｉ．Ｐ 

（Ｎ＋１） 

側 

ＫＥ 
Ｘ     

Ｙ     

ＫＡ 
Ｘ     

Ｙ     

Ｃ．Ｃ 

（円中心） 

Ｘ     

Ｙ     

方位角 
ＩＰ－（Ｎ－１）側     

ＩＰ－（Ｎ＋１）側     

Ｉ．Ａ     

Ｒ     

△Ｒ     

Ａ     

Ｌ     

Ｘ     

Ｙ     

Ｌｃ     

Ｔ．Ｌ     

Ｓ．Ｌ     

曲線拡幅（又は視距拡幅）     

円 弧 部 幅 員     

片 勾 配 （ ％ ）     

片 勾 配 値 （ ｍ ）     

片 勾 配 す り つ け 率     

備 考     
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１）視距確保のためのセットバックがある場合は、セットバック線（１ｓ、３ｓ、 

２ｓ、４ｓ測線の）の欄を追加する。 

２）概略設計の場合は、座標値及び方位角の項目を省略する。 

３）ランプ又は本線テーパー等の場合は、必要な測線のみを記入する。 

４）凸クロソイドの場合は、必要な項目のみ記入し、他の項目は省略する。 

５）卵型クロソイド、複合クロソイド等の線形については、これに準ずる。 

６）Ｃ．Ｃ点座標値は、監督職員が指示した場合は省略してもよい。 

 

（その２）単円曲線の場合 

測線 

項目 
１測線 ２測線 ３測線 ４測線 

座 
 
 

標 
 
 

値 

Ｉ．Ｐ 
Ｘ     

Ｙ     

Ｂ．Ｃ 
Ｘ     

Ｙ     

Ｓ．Ｐ 
Ｘ     

Ｙ     

Ｅ．Ｃ 
Ｘ     

Ｙ     

Ｃ．Ｃ 
Ｘ     

Ｙ     

方位角 
ＩＰ－（Ｎ－１）側     

ＩＰ－（Ｎ＋１）側     

Ｉ．Ａ     

Ｒ     

Ｃ．Ｌ     

Ｔ．Ｌ     

Ｓ．Ｌ     

曲 線 拡 幅     

円 弧 部 幅 員     

片 勾 配 （ ％ ）     

片 勾 配 値 （ ｍ ）     

片勾配すりつけ率     

備 考     

１）概略設計の場合は、座標値及び方位角の項目を省略する。 

２）ランプ又は本線テーパー等の場合は、必要な測線のみを記入する。 

３）Ｃ．Ｃ点座標値は、監督職員が指示した場合は省略してもよい。 

４）複合円の場合は、これに準ずるものとする。 
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図－２ 片勾配表示法 

 

 

 

 

 

ジャンクション又は出入口の

ノーズ 
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５．２．３ 附属施設図 

１ 一般事項 

（１） 附属施設図の定義 

高速道路完成供用時における高速道路附属施設（区画線、防護施設、安全施設、

料金徴収施設、非常駐車帯等。ただし、標識及び照明施設は除く。）の配置を明示し

た平面図である。なお、監督職員が指示した場合は、安全対策図として作成しても

よい。 

 線形設計時点に作成する附属施設図は、最終案に至る前の原案であるが、附属施

設計画に関連する線形設計の基本概念が明確に表現されたものでなければならない。 

（２） 図面の大きさ及び輪郭寸法 

５．２．２ 平面線形図に準ずる。 

（３）縮   尺 

５．２．２ 平面線形図に準ずる。 

（４） 設計基準 

附属施設図の作成にあたっては、関係基準による。 

２ 記載事項及び記載要領 

（１） 平面線形に関する事項 

イ．地覆線 

高欄側及び分離帯側の地覆前面線を実線（中細線）で記入する。 

ロ．高欄、擁壁等構造物の外縁線 

実線（太線）で記入する。 

特に必要のある場合は、高欄内縁線も記入（中細線）。 

監視歩道がある場合は、その外縁線も記入（中細線）。 

ハ．測点及び測点番号 

平面線形図に準じて記入する。 

ただし、測点番号は５測点毎に記入すればよい（下図） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

円の直径 2mm N
o
.
11
5 

N
o
.
11
5
’
 

N
o
.
12
0 

N
o
.
12
0
’
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ニ．平面線形主要点及び線形要素 

主測線について下図のごとく記入する。 

 

  Ｌs ＝○○○ 

     No.○○＋△△△ 

 ＫＡ Ａ ＝○○○ 

   Ｌ ＝○○○ 

 

 

  

     No.○○＋△△△ 

 ＫＥ Ｒ ＝○○○ 

  Ｌc ＝○○○ 

 

 

  Ｌs ＝○○○ 

     No.○○＋△△△ 

 ＢＣ Ｒ ＝○○○ 

   Ｌc ＝○○○ 

 ＥＣ Ｒ ＝○○○ 

     No.○○＋△△△ 

   Ｌs ＝○○○ 

 

 

（２） 縦断線形に関する事項 

縦断勾配変化点、縦断勾配及び縦断曲線始終点について、平面線形図に準じて記

入する。（下図） 

ただし、縦断曲線半径、縦断曲線長、縦断勾配変化点高さ及び計画高については

記入しなくてもよい。 

  

円の直径 1.5mm 
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（３） 寸法表示 

イ．幅   員 

車道、分離帯、地覆、高欄等の幅員について、その変化点の寸法を表示する。 

車道幅員は、必要に応じて、車線、路肩、拡幅等の内訳を明示する。 

ロ．その他 

加減速車線長、テーパー長、非常駐車帯、料金所区間等の寸法を表示する。 

主測線上のＬｓ（直線長）、Ｌ、Ｌｃの長さを明示する。 

（４） 舗装の種別 

高速道路本線及び出入口について、アスファルト標準舗装を除いた下記の舗装区

間をハッチングによって表示する。 

イ．非常駐車帯のセメントコンクリート舗装 

ロ．料金所付近の半たわみ性舗装 

（５） 区画線 

イ．車線境界線、車道外側線、路上障害物の接近、導流標示及び停止線を記入する。 

ロ．前項の記入は、出来るだけ規定の形状及び寸法に近く、かつ正確に記入する。 

ハ．ジャンクション及び出入口の分合流部ノーズ付近については、必要に応じて 

1／100 程度の詳細を記入する。 

（６） 防護施設及び安全施設 

ジャンクション及び出入口の分合流部、又は高速道路と街路との分合流部におい

て、防護柵及びコンクリートバリア等を記入する。 

（７） 料金徴収施設 

トールアイランド及びブースを記入する。ブースにはハッチングを施す。 

No.○○＋△△△ 

△
△
％

 
○
○
％
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５．２．４ 街路計画図 

１ 一般事項 

（１） 街路計画図の定義 

高速道路完成時の街路の出来形を示す平面図である。 

 線形設計時点に作成する街路計画図は、最終案に至る前の原案であるが、関係各

方面との協議が可能な程度の内容を持たなければならない。同時に、街築工の設計

に出来る限り便宜を与えるものでなければならない。 

（２） 図面の大きさ及び輪郭寸法 

５．２．２ 平面線形図に準ずる。 

（３） 縮   尺 

５．２．２ 平面線形図に準ずる。 

（４） 設計基準 

各道路管理者の基準による。 

２ 記載事項及び記載要領 

（１） 街路線形 

イ．官民境界線並びに車道、歩道及び分離帯等の外縁線を実線（太線）で表示する。 

ロ．街路中心線がある場合は、一点鎖線（中細線）で表示し、測点及び測点番号を記

入する。 

（２） 高速道路線形 

イ．地覆前縁線及び高欄外縁線を一点鎖線（中細線）で表示する。 

ロ．出入口部分のうち、街路ノーズから３０ｍ程度の区間の地覆前縁線及び高欄外縁

線については実線（太線）で表示する。 

ハ．線形要素は、記入しなくてもよい。 
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（３） 寸法表示 

イ．幅   員 

車道、歩道及び分離帯の幅員について、その変化点の寸法を表示する。 

特に車道幅員は、車線及び路肩の内訳を明示する。 

ロ．歩道及び分離帯巻込半径 

下図のごとく表示する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

ハ．その他 

付加車線がある場合は、付加車線長及びテーパー長を記入する。 

（４） 区画線、路面標示及び横断歩道等 

主要交差街路との交差点付近及び高速道路出入口による分合流部付近について、

区画線、停止線、路面標示及び横断歩道等を記入する。 

（５） 高速道路橋脚 

主要交差街路との交差点付近等で高速道路橋脚位置が街路交通処理上規制される

場合は、必ず構想道路橋脚の柱断面及び梁の軸線を記入する。 

 

Ｒ＝30 
Ｒ＝5.0 
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５．２．５ 縦断図 

１ 一般事項 

（１） 縦断図は、詳細設計時には本線及び出入口別に作成し、本線については、監督

職員から指示された場合を除き、原則として方向別に作成するものとする。 

 概略設計時は、原則として両方向本線及び出入口とも一括して作成してよい。 

（２） 図面の大きさ及び輪郭寸法 

下記によるのを標準とする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（３） 縮   尺 

横 1／500 

 縦 1／100 又は 1／200 

２ 記載事項及び記載要領 

（１）作図部分の表示 

イ．記入すべき線及びその仕様については、表－４のとおりとする。 

ロ．縦断曲線長等の表示は、下表のとおりとする。 

 

記 載 事 項 記 載 要 領 備   考 

縦 断 曲 線 長 Ｖ.Ｃ.Ｌ＝○○．○○○ 単位：ｍ 

縦 断 曲 線 半 径 Ｖ.Ｃ.Ｌの後方に（Ｒ＝○）として示す。 〃 

最 大 縦 距 Ｍｏ＝○．○○○ 〃 
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（例） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ハ．ノーズは旗上げして、その位置を明示する。 

ニ．詳細設計時においてダブルデッキ構造の場合、当該方向と反対方向の車道の

基本縦断線を二点鎖線（中細線）で記入する。 

ホ．本線縦断図における、ジャンクション渡り線ノーズ又は出入口ノーズにおい

ては、当該渡り線又は出入口の基本縦断線及び縦断勾配値を、本線と平行又

は接近している区間において、二点鎖線（中細線）で記入し、その近傍にノ

ーズ横断図も併せて記入する。 

ヘ．片勾配のすりつけその他について、特殊な箇所及び難解なものについては、

縦断図の余白にその概念を示すものとする。 

 また、等高線によって示した方がよいと思われる箇所については、平面図

内の余白に拡大して表示するものとする。 

 

 

Ｍ.＝0.381 

Ｖ.Ｃ.Ｌ＝80.000（Ｒ＝2,000） 
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表－４ 縦断図に記載する線及びその仕様 

 

記 載 事 項 線 の 種 類 線 の 太 さ 備   考 

基 本 縦 断 線 一 点 鎖 線 

（詳細設計時） 

実   線 

（概略設計時） 

中 細 線 

 

太 線 

詳細設計時に基本縦

断線が主測線の計画

線と一致する場合は

主測線の計画線をも

って示す 

主測線の縦断計画線 実 線 太 線 詳細設計のみ 

副測線の縦断計画線 破 線 太 線 〃 

基本縦断線の縦断 

勾配接線 

実 線 中 細 線 

 

基本縦断線の接線を

延長する。 

在来地盤高 実 線 太 線  

街路計画高 破 線 太 線 
街路の改修又は新設

計画のある場合 

高速道路と交差、近

接等密接な関係を有

する街路、鉄道等の

施設 

実 線 中 細 線 

 

位置、名称等も記入

する。 

クリアランスチェック

ポイントの建築限界 

破 線 中 細 線 

 

クリアランス及び想

定構造厚も記入する。 

 

（２） 作表部分の表示 

イ．作表の項目及び配置は図－５に示すとおりとする。 

ロ．各欄の記載要領 

表－５のとおりとする。 

ただし、監督職員から別途指示があった場合は、それに従うものとする。 
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図－５ 縦断図作表部の項目及び配置 

 

（その１）詳細設計    （その２）概略設計 
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表－５縦断図作表部各欄の記載要領 
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５．２．６ 横断図 

１ 一般事項 

（１） 本横断図は、主として土工区間、半地下、トンネル区間又はジャンクション区

間等で、構造物設計の資料又は、環境対策の資料としての横断構成および必要に応

じて概略構造を縮尺 1／100 程度で作成するものである。 

 横断図作成の位置については、監督職員の指示によるものとする。 

（２） 図面の大きさ 

原則としてＡ１とする。 

（３） 縮   尺 

1／100 を標準とする。 

２ 記載事項及び記載要領 

（１） 原則として用紙一枚につき一断面の横断図を記載する。 

（２） 図面上部中央付近に測点番号及び町丁名を記入する。 

（３） 高速道路及びこれに関係する街路、河川等の横断構成を作図し、各部の幅員、

高さ等の寸法及び高速道路においては各主測線、街路においては中心線又は必要に

応じて中央分離帯つけ根、歩車道境界、官民境界等の計画高、その他車道の片勾配

又は横断勾配、建築限界線等を記入する。 

（４） 監督職員に指示された場合は、その指示に従って高速道路又はその他構造物の

断面形状を記入し、主要寸法を記入する。 

 

５．２．７ 透視図 

１ 一般事項 

（１） 線形の立体的調和に関して、監督職員の指示があった場合のみ、高速道路路面

の透視図を作成するものとする。 

（２） 図面の大きさ 

原則としてＡ３とする。 

２ 作成要領 

（１） 原則として、用紙一枚につき、一断面の透視図を作成する。 

（２） 視点及び視準点等については、監督職員の指示によるものとする。 

（３） 図面の右上に、平面線形及び縦断線形のスケルトン図を記入し、かつ、視点及

び視準点を明示するものとする。 

 


